
昭和二十六年運輸省令第九十八号

港湾法施行規則

港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）の規定に基き、及び同法を実施するため、港湾法施行規則を次のように定める。

（港湾施設の認定申請）

第一条　港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号。以下「法」という。）第二条第六項の認定を受けようとする港湾管理者は、次に掲げる

事項を記載した港湾施設認定申請書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　当該港湾管理者の名称

二　認定を受けようとする施設の位置

三　認定を受けようとする施設の種類及び構造

四　認定を受けようとする施設が他の工作物と効用を兼ねるときはその概要

五　認定を必要とする理由

２　前項の申請書には、認定を受けようとする施設の位置図、平面図、縦断面図、横断面図及び構造図を添附するものとする。但し、当該

施設の種類により、その必要がないときは、その一部を省略することができる。

（法第二条第十項の国土交通省令で定める港湾施設）

第一条の二　法第二条第十項の国土交通省令で定める港湾施設は、岸壁その他の係留施設に附帯する次に掲げるものとする。

一　荷さばき施設

二　野積場

三　駐車場

四　旅客施設

五　前各号の施設の機能を確保するための護岸

六　船舶のための給水施設及び動力源の供給の用に供する施設

七　港湾管理事務所

八　当該岸壁その他の係留施設及び前各号の施設の敷地

九　移動式施設

（法第二条の二第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件）

第一条の三　法第二条の二第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件は、次の各号のいずれにも該当するものであることとする。

一　
ふ

埠頭を構成する少なくとも一の係留施設の前面の泊地の水深が十四メートルを超えるものであることが、港湾計画において定められ

ていること。

二　埠頭が同一の民間事業者により一体的に運営されること。

（法第二条の二第一項の国土交通省令で定める事情）

第一条の四　法第二条の二第一項の国土交通省令で定める事情は、次の各号に掲げるものとする。

一　輸入ばら積み貨物であつて、その種類ごとの我が国における取扱量の現況及び将来の見通し、海上運送に係る特性その他の事情に照

らし、海上運送の共同化を図ることが我が国産業の国際競争力強化に特に資すると認められるものが当該港湾において取り扱われるこ

と。

二　当該港湾における当該輸入ばら積み貨物の取扱量の現況及び将来の見通し並びに当該港湾の周辺地域における当該輸入ばら積み貨物

の需要の現況に照らし、当該港湾が当該輸入ばら積み貨物の海上輸送網の拠点となるにふさわしいものであること。

三　当該特定貨物取扱埠頭を中核として当該輸入ばら積み貨物の海上運送の共同化の促進に資する当該港湾の効果的な利用の推進を図る

ため、港湾管理者、前条第二号に規定する民間事業者、当該輸入ばら積み貨物の荷主その他の関係者の連携が確保されること。

四　前条第一号に掲げるもののほか、当該港湾において、当該特定貨物取扱埠頭を中核として当該輸入ばら積み貨物の海上運送の共同化

の促進に資する港湾の効果的な利用の推進を図るための施設の機能が確保されること。

（特定貨物輸入拠点港湾の指定の公示）

第一条の五　法第二条の二第二項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による指定の公示は、官報に掲載して行うものとす

る。

（法第二条の三第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件）

第一条の六　法第二条の三第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件は、次の各号のいずれにも該当するものであることとする。

一　総トン数五万トンの旅客船を係留することができる係留施設が確保されること。

二　旅客の利便の増進を図るための旅客施設及びこれに附帯する駐車場が確保されること。

（法第二条の三第一項の国土交通省令で定める事情）

第一条の七　法第二条の三第一項の国土交通省令で定める事情は、次に掲げるものとする。

一　当該港湾における国際旅客船の乗降旅客数の将来の見通しその他の事情に照らし、当該港湾が国際旅客船の寄港の拠点を形成するに

ふさわしいものであること。

二　当該国際旅客船取扱埠頭を中核として国際旅客船の寄港の拠点を形成するため、港湾管理者及び国際旅客船の運航を行う事業者の連

携が確保されること。

三　国際旅客船の受入れの円滑な促進を図るため、関係する地方公共団体その他の地域の関係者の協力が得られると見込まれること。

四　国際旅客船を受け入れることにより、地域経済の発展に相当程度寄与すると見込まれること。

（国際旅客船拠点形成港湾の指定の公示）

第一条の八　法第二条の三第二項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による指定の公示は、官報に掲載して行うものとす

る。

（法第二条の四第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件）

第一条の九　法第二条の四第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件は、次の各号のいずれにも該当するものであることとする。

一　係留施設及び荷さばき施設について、海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理に使用することが予想される物資の組

立て及び保管に対して必要な面積及び地盤の強度を有し、又は有することが見込まれること。

二　前号の物資の輸送の用に供される船舶において安全な荷役を行うのに必要な係留施設の構造の安定が損なわれないよう、必要な措置

が講じられ、又は講じられることが見込まれること。

（法第二条の四第一項の国土交通省令で定める事情）

第一条の十　法第二条の四第一項の国土交通省令で定める事情は、次に掲げるものとする。
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一　当該港湾の利用状況、当該港湾及びその周辺の海域における海洋再生可能エネルギー発電設備等の出力の量の現況及び将来の見通し

その他の事情に照らし、当該港湾が海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理のための拠点となるにふさわしいものであ

ること。

二　一以上の海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成三十年法律第八十九号）第十条第一項

の許可を受けた者が当該港湾を利用することが見込まれるものであること。

三　二以上の許可事業者（法第五十五条の二第一項に規定する許可事業者をいう。第十七条の十において同じ。）が当該港湾を利用する

ことが見込まれるものであること。

（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾の指定の公示）

第一条の十一　法第二条の四第二項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による指定の公示は、官報に掲載して行うものと

する。

（港湾計画の軽易な変更）

第一条の十二　法第三条の三第四項の国土交通省令で定める軽易な変更は、当該港湾計画についての港湾法施行令（昭和二十六年政令第四

号。以下「令」という。）第一条の四第三号から第六号までに掲げる事項のうち次に掲げるもの以外のものに係る変更とする。

一　第十五条の二十六第一項から第三項までに掲げる施設（規模又は配置の変更により当該施設となるものを含む。）に関する事項の追

加、削除又は当該施設の規模若しくは配置に関する事項の変更

二　第十五条の二十六第一項及び第二項第三号に掲げる係留施設の用に供する荷さばき施設及び保管施設の敷地の面積が三ヘクタール以

上増減することとなる規模に関する事項の変更及び当該係留施設の用に供する主要な荷役機械に関する事項の追加、削除又は主要な荷

役機械の種類若しくは配置に関する事項の変更

三　面積二十ヘクタール以上の一団の土地の造成に関する事項の追加若しくは削除又は造成する土地の規模若しくは配置に関する事項の

変更（当該港湾において造成する土地が複数存する場合であつて、その土地の面積の合計が二十ヘクタール以上増減することとなる土

地の造成に関する事項の追加又は削除及び当該港湾において造成する土地の規模又は配置の変更に係る部分の土地が複数存する場合で

あつて、その土地の面積の合計が二十ヘクタール以上である規模又は配置に関する事項の変更を含む。）

四　面積二十ヘクタール以上の一団の土地に係る土地利用に関する事項の追加若しくは削除又は土地利用の区分に関する事項の変更（当

該港湾の土地に係る土地利用に関する事項の追加又は削除が複数存する場合であつて、その土地の面積の合計が二十ヘクタール以上増

減することとなる土地利用に関する事項の追加又は削除及び当該港湾の土地に係る土地利用の区分に関する事項の変更が複数存する場

合であつて、その土地の面積の合計が二十ヘクタール以上である土地利用の区分に関する事項の変更を含む。）

五　第十五条の二十六第一項から第三項までに掲げる施設（利用形態の変更により同条第一項及び第二項第三号に掲げる係留施設となる

ものを含む。）の利用形態に関する事項の変更（当該施設に係る港湾の効率的な運営に関する事項の変更を含む。）

六　港湾計画の基本的な事項に関する基準を定める省令（昭和四十九年運輸省令第三十五号）第十六条及び第二十二条に規定する事項の

うち、第十五条の二十六第一項から第三項までに規定する港湾施設に係るものの追加、削除又は変更

（港湾計画の公示）

第一条の十三　法第三条の三第九項の規定による公示は、当該港湾計画に係る水域施設、外郭施設、係留施設その他の主要な港湾施設の種

類、位置、規模及び用途、廃棄物の処理に関する計画その他当該港湾の開発、利用及び保全並びに当該港湾に隣接する地域の保全に関す

る主要な事項並びに当該港湾計画の縦覧の場所を公告することにより行う。ただし、港湾計画の変更の場合にあつては、当該変更に関す

る事項及び変更後の港湾計画の縦覧の場所を公告することにより行う。

２　前項の規定は、法第三条の三第十項の規定による公示について準用する。

（港湾区域についての同意を要する協議）

第二条　法第四条第四項（法第三十三条第二項において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規定により港湾区域について国土交

通大臣又は都道府県知事に協議し、その同意を得ようとする地方公共団体は、次に掲げる事項を記載した港湾区域協議書を国土交通大臣

又は都道府県知事に提出するものとする。

一　当該地方公共団体の名称

二　予定港湾区域

三　予定港湾区域と港則法（昭和二十三年法律第百七十四号）に基づく港の区域、河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第三条第一

項に規定する河川の河川区域、海岸法（昭和三十一年法律第百一号）第三条の規定により指定される海岸保全区域又は漁港及び漁場の

整備等に関する法律（昭和二十五年法律第百三十七号）第六条第一項から第四項までの規定により指定される漁港の区域との関係

四　当該港湾が国際戦略港湾、国際拠点港湾又は重要港湾であるか、避難港であるかの別

五　当該地方公共団体が港務局を設立するか、単独で港湾管理者となるか又は地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百八十四

条第二項若しくは第三項の地方公共団体を設立するかの別

六　法第四条第三項（法第三十三条第二項において準用する場合を含む。次項及び第二条の三において同じ。）の規定による関係地方公

共団体の意見及びこれとの協議のてん末

２　前項の協議書には、次に掲げる書類及び図面を添付するものとする。

一　当該地方公共団体が法第四条第一項に規定する関係地方公共団体であることを証する書類

二　予定港湾区域を示す図面

三　前項第三号の関係を示す図面

四　当該港湾の港湾管理者の設立（単独で港湾管理者となる場合を含む。）に関する当該関係地方公共団体の議会の議事及び議決を記録

した書面

五　法第四条第三項の規定による公告の写し

六　当該港湾の港湾管理者の組織を明らかにする書類

七　港務局、地方自治法第二百八十四条第二項若しくは第三項の地方公共団体又は法第三十五条の規定による委員会を設置しようとする

ときは、それと当該地方公共団体との間における業務処理に関する基本事項を記載した書類

八　臨港地区の指定を受け、又は定めようとするときは、当該予定地区を示す図面

（港湾管理者の告示）

第二条の二　国土交通大臣は、国際戦略港湾、国際拠点港湾及び重要港湾について、法第四条第四項の港湾区域の同意を得て港湾管理者と

なつた者の名称を官報で告示するものとする。

（港湾区域の届出）

第二条の三　法第四条第八項（法第三十三条第二項において準用する場合を含む。）の規定により港湾区域について届出をしようとする地

方公共団体は、次に掲げる事項を記載した港湾区域届出書を国土交通大臣又は都道府県知事に提出するものとする。
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一　当該地方公共団体の名称

二　港湾区域

三　港湾区域と港則法に基づく港の区域、河川法第三条第一項に規定する河川の河川区域、海岸法第三条の規定により指定される海岸保

全区域又は漁港及び漁場の整備等に関する法律第六条第一項から第四項までの規定により指定される漁港の区域との関係

四　当該地方公共団体が港務局を設立するか、単独で港湾管理者となるか又は地方自治法第二百八十四条第二項若しくは第三項の地方公

共団体を設立するかの別

五　法第四条第三項の規定による関係地方公共団体の意見及びこれとの協議のてん末

２　前項の届出書には、次に掲げる書類及び図面を添付するものとする。

一　当該地方公共団体が法第四条第一項に規定する関係地方公共団体であることを証する書類

二　港湾区域を示す図面

三　前項第三号の関係を示す図面

四　当該港湾の港湾管理者の設立（単独で港湾管理者となる場合を含む。）に関する当該関係地方公共団体の議会の議事及び議決を記録

した書面

五　法第四条第三項の規定による公告の写し

六　当該港湾の港湾管理者の組織を明らかにする書類

七　港務局、地方自治法第二百八十四条第二項若しくは第三項の地方公共団体又は法第三十五条の規定による委員会を設置しようとする

ときは、それと当該地方公共団体との間における業務処理に関する基本事項を記載した書類

八　臨港地区の指定を受け、又は定めようとするときは、当該予定地区を示す図面

（港湾区域の変更についての同意を要する協議）

第三条　法第九条第二項又は第三十三条第二項において準用する法第四条第四項の規定により港湾区域の変更について国土交通大臣又は都

道府県知事に協議し、その同意を得ようとする港湾管理者は、次に掲げる事項を記載した港湾区域変更協議書を国土交通大臣又は都道府

県知事に提出するものとする。

一　当該港湾管理者の名称

二　変更しようとする区域

三　変更しようとする区域と港則法に基づく港の区域、河川法第三条第一項に規定する河川の河川区域、海岸法第三条の規定により指定

される海岸保全区域又は漁港及び漁場の整備等に関する法律第六条第一項から第四項までの規定により指定される漁港の区域との関係

四　変更を必要とする理由

２　前項の協議書には、同項第二号及び第三号に掲げる事項を示す図面並びに当該区域の新旧の対照を示す図面を添付するものとする。

（港湾区域の変更の届出）

第三条の二　法第九条第二項又は第三十三条第二項において準用する法第四条第八項の規定により港湾区域の変更について届出をしようと

する港湾管理者は、次に掲げる事項を記載した港湾区域変更届出書を国土交通大臣又は都道府県知事に提出するものとする。

一　当該港湾管理者の名称

二　変更する区域

三　変更する区域と港則法に基づく港の区域、河川法第三条第一項に規定する河川の河川区域、海岸法第三条の規定により指定される海

岸保全区域又は漁港及び漁場の整備等に関する法律第六条第一項から第四項までの規定により指定される漁港の区域との関係

四　変更を必要とする理由

２　前項の届出書には、同項第二号及び第三号に掲げる事項を示す図面並びに当該区域の新旧の対照を示す図面を添付するものとする。

（港務局の解散の特例に関する承認申請）

第三条の二の二　法第十条第一項但書の承認を受けようとする地方公共団体は、左に掲げる事項を記載した港務局の解散の特例に関する承

認申請書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　港務局の名称

二　港務局を組織する地方公共団体の名称

三　港務局の解散事由及び解散の時期

四　承認を必要とする理由

（港湾施設の公示）

第三条の三　法第十二条第五項の規定により公示しなければならない事項は、港湾施設の種類、位置、数量及び能力とする。

２　前項の公示しなければならない事項のうち図面により表示することができるものは、図面により表示するものとする。

（港湾区域内等における技術基準対象施設の建設等の許可）

第三条の四　法第三十七条第一項の港湾管理者の許可を受けようとする者は、次に掲げる書類（技術基準対象施設（法第五十六条の二の二

第一項に規定する技術基準対象施設をいう。以下同じ。）の建設又は改良を行おうとする者以外の者にあつては、第四号に掲げる書類に

限る。）を港湾管理者に提出するものとする。

一　次に掲げる事項を示し又は記載した書類

イ　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設の諸元及び要求性能（技術基準対象施設に必要とされる性能をいう。以下同じ。）

ロ　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設への作用及びその設定の根拠

ハ　イ及びロの照査方法

二　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設の施工方法、施工管理方法及び安全管理方法を記載した書類

三　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設を適切に維持するための維持管理方法を記載した書類

四　前三号に掲げるもののほか、港湾管理者が必要と認める書類

２　前項の規定は、法第三十七条第三項の規定により港湾管理者と協議しようとする者について準用する。この場合において、前項中「港

湾管理者の許可を受け」とあるのは「港湾管理者と協議し」と読み替えるものとする。

（港湾隣接地域の報告）

第三条の五　法第三十七条の二第三項の報告は、指定（変更の指定を含む。）の日後一箇月以内に、左に掲げる事項を記載した港湾隣接地

域指定（変更）報告書を国土交通大臣に提出してするものとする。

一　指定（変更）の期日

二　指定（変更）した港湾隣接地域の区域

三　公聴会における利害関係者の意見の概要
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２　前項の報告書には、同項第二号に掲げる事項を示す図面（変更の場合にあつては当該地域の新旧の対照を示す図面）及び法第三十七条

の二第三項の規定による公告の写しを添付するものとする。

（占用公募を実施することが港湾の開発、利用、保全又は管理上適切でない区域）

第三条の六　法第三十七条の三第三項の国土交通省令で定める区域は、次に掲げるものとする。

一　港湾管理者の管理する水域施設の区域

二　前号の水域施設以外の水域施設の区域

三　港湾計画に定める港湾施設（水域施設を除く。）の区域

四　船舶の避難のため一時的にてい泊する区域として港湾計画に定められた区域

五　港湾広域防災区域

六　検疫法（昭和二十六年法律第二百一号）第八条第一項及び第二項の検疫区域

（学識経験者からの意見聴取）

第三条の七　港湾管理者は、法第三十七条の三第六項及び第三十七条の五第四項の規定により学識経験者の意見を聴くときは、二人以上の

学識経験者の意見を聴かなければならない。

（公募占用計画の記載事項）

第三条の八　法第三十七条の四第二項第十一号の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　公募対象施設等を設置するため港湾区域内水域等を占用しようとする者が法人又は団体である場合においては、その役員の氏名、生

年月日その他必要な事項

二　公募対象施設等を設置するため港湾区域内水域等を占用しようとする者が個人である場合においては、その者の氏名、生年月日その

他必要な事項

三　その他港湾管理者が必要と認める事項

（公募対象施設等及びその維持管理の方法の基準）

第三条の九　法第三十七条の五第一項第三号の国土交通省令で定める公募対象施設等の基準は、次に掲げるものとする。

一　自然状況その他の条件を勘案して、自重、水圧、波力、土圧及び風圧並びに地震、漂流物等による振動及び衝撃に対して安全な構造

であること。

二　船舶からの視認性を向上させるための措置その他の船舶の航行に支障を及ぼさないための措置を講じたものであること。

２　法第三十七条の五第一項第三号の国土交通省令で定める公募対象施設等の維持管理の方法の基準は、次に掲げるものとする。

一　自然状況その他の条件を勘案して、定期及び臨時に当該公募対象施設等を点検し、その損傷、劣化その他の変状についての診断を行

い、その結果に応じて必要な措置を講じること。

二　前号の結果その他の当該公募対象施設等の維持管理に必要な事項の記録及び保存を行うこと。

３　前二項に規定するもののほか、公募対象施設等又はその維持管理の方法の基準に関し必要な事項は、国土交通大臣が告示で定める。

（船舶の放置等を禁止する区域等の指定又はその廃止の公示）

第三条の十　法第三十七条の十一第二項（法第五十六条の二第二項において準用する場合を含む。）の規定による区域若しくは物件の指定

又はその廃止の公示は、公報又は新聞紙に掲載するほか、当該指定又はその廃止に係る区域又はその周辺の見やすい場所に掲示して行う

ものとする。

２　前項の指定の公示は、当該公示に係る指定の適用の日の十日前までに行わなければならない。ただし、緊急に区域又は物件の指定の適

用を行わなければ港湾の開発、利用又は保全に重大な支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この限りでない。

（臨港地区設定の公告等）

第四条　法第三十八条第三項の規定による公告は、次に掲げる事項について、港湾管理者の定める方法で行うものとする。

一　臨港地区の区域の案

二　臨港地区の区域の案の縦覧場所

２　法第三十八条第四項の規定による請求をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した臨港地区変更請求書を国土交通大臣に提出する

ものとする。

一　請求者の氏名又は名称及び住所

二　当該臨港地区を定めようとする港湾管理者の名称

三　当該臨港地区並びにそれについて法第三十八条第二項の規定に適合しないと認める部分及びその理由

３　法第三十八条第八項の規定による公告は、次に掲げる事項について、港湾管理者の定める方法で行うものとする。

一　臨港地区の区域

二　臨港地区の区域の縦覧場所

４　港湾管理者は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める書類を国土交通大臣に提出するものとする。

一　法第三十九条第一項の規定により臨港地区において分区を指定したとき　当該分区の概要を記載した書類

二　法第四十条第一項（法第五十条の五第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による条例を定めたとき　当該条

例の規定を記載した書類

三　法第五十条の五第一項の規定により脱炭素化推進地区を定めたとき　当該脱炭素化推進地区の概要を記載した書類

（臨港地区内における行為の届出）

第五条　法第三十八条の二第一項の規定による届出をしようとする者は、第一号様式（同項第三号に掲げる行為をしようとする場合にあつ

ては、第二号様式）による臨港地区内行為届出書を港湾管理者に提出するものとする。

２　前項の届出書には、次に掲げる書類を添付するものとする。ただし、第三号に掲げる書類は、当該届出に係る行為に係る施設の種類、

規模等により、その必要がないときは、その一部を省略することができる。

一　当該届出に係る行為に係る施設の工事設計書

二　当該届出に係る行為に係る施設の位置及び付近の状況を表示した縮尺一万分の一以上の図面

三　当該届出に係る行為に係る施設の規模、配置及び構造を表示した縮尺千分の一以上の平面図、立面図、断面図及び構造図

四　その他参考となるべき事項を記載した書類

３　法第三十八条の二第一項の規定による届出をしようとする者のうち技術基準対象施設の建設又は改良を行おうとする者は、前項第一号

の書類に代えて、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　次に掲げる事項を示し又は記載した書類

イ　当該届出に係る行為に係る施設の諸元及び要求性能

ロ　当該届出に係る行為に係る施設への作用及びその設定の根拠
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ハ　イ及びロの照査方法

二　当該届出に係る行為に係る施設の施工方法、施工管理方法及び安全管理方法を記載した書類

三　当該届出に係る行為に係る施設を適切に維持するための維持管理方法を記載した書類

４　令第十五条の四第二号に掲げる揚水施設を改良しようとする者であつて、揚水機の吐出口の断面積の合計を大きくし、又はストレーナ

ーの位置を浅くしようとするもの以外のものは、法第三十八条の二第一項の規定による届出をすることを要しない。

第六条　令第十五条の四第一号の国土交通省令で定める危険物は、港則法施行規則（昭和二十三年運輸省令第二十九号）第十二条に定める

危険物（火薬類取締法（昭和二十五年法律第百四十九号）第二条第一項に規定する火薬類及び高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百

四号）第二条に規定する高圧ガスを除く。）とする。

第七条　法第三十八条の二第二項第四号の国土交通省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一　法第三十八条の二第一項第一号、第二号又は第四号に掲げる行為にあつては、当該行為に係る施設の規模

二　当該行為に係る工事の開始及び完了の予定期日

三　法第三十八条の二第一項第三号に掲げる行為にあつては、当該工場等に係る事業の開始の予定期日

四　法第三十八条の二第一項第四号に掲げる行為にあつては、同条第二項第二号に掲げる事項

第八条　法第三十八条の二第四項の規定による届出をしようとする者は、第三号様式による臨港地区内行為変更届出書を港湾管理者に提出

するものとする。

２　前項の届出書には、第五条第二項各号に掲げる書類のうち変更に関する事項を記載したものを添付するものとする。

（聴聞の方法の特例）

第九条　港湾管理者は、法第四十条の二第一項（法第五十条の五第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による処分

に係る聴聞を行うに当たつては、あらかじめ、聴聞の期日及び場所を公示しなければならない。

（港湾協力団体として指定することができる法人に準ずる団体）

第九条の二　法第四十一条の二第一項の国土交通省令で定める団体は、法人でない団体であつて、事務所の所在地、構成員の資格、代表者

の選任方法、総会の運営、会計に関する事項その他当該団体の組織及び運営に関する事項を内容とする規約その他これに準ずるものを有

しているものとする。

（港湾協力団体の指定）

第九条の三　法第四十一条の二第一項の規定による指定は、法第四十一条の三各号に掲げる業務を行う港湾の区域を明らかにしてするもの

とする。

（港湾協力団体に対する許可の特例の対象となる行為）

第九条の四　法第四十一条の六の国土交通省令で定める行為は、次の各号に掲げる許可の区分に応じ、当該各号に定める行為（当該港湾協

力団体がその業務を行う港湾の区域において行うものに限る。）とする。

一　法第三十七条第一項第一号の規定による許可　港湾施設の整備若しくは管理又は港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報若し

くは資料の収集及び提供、調査研究若しくは知識の普及及び啓発のために必要な港湾区域内水域等の占用

二　法第三十七条第一項第三号の規定による許可　港湾施設の整備若しくは管理又は港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報若し

くは資料の収集及び提供、調査研究若しくは知識の普及及び啓発のために必要な水域施設、外郭施設、係留施設、運河、用水渠又は排

水渠の建設又は改良

三　法第三十七条第一項第四号の規定による許可　港湾施設の整備若しくは管理又は港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報若し

くは資料の収集及び提供、調査研究若しくは知識の普及及び啓発のために必要な令第十四条第二号に定める行為

（法第四十二条第一項の国土交通省令で定める小規模な施設）

第十条　法第四十二条第一項の国土交通省令で定める小規模なものは、次に掲げる施設とする。

一　水深五・五メートル以下の水域施設又は係留施設

二　前号の施設を専ら防護するための外郭施設

（開発保全航路内における放置等禁止物件）

第十一条　法第四十三条の八第一項の国土交通省令で定める物件は、次に掲げるものとする。

一　船舶

二　土石

三　いかだ

四　竹木

五　車両

六　前各号に掲げるもののほか、開発保全航路における船舶の交通その他開発保全航路の開発又は保全に支障を与える程度においてこれ

らの物件に類するもの

（開発保全航路内における技術基準対象施設の建設等の許可）

第十一条の二　法第四十三条の八第二項の国土交通大臣の許可を受けようとする者は、次に掲げる書類（技術基準対象施設の建設又は改良

を行おうとする者以外の者にあつては、第四号に掲げる書類に限る。）を国土交通大臣に提出するものとする。

一　次に掲げる事項を示し又は記載した書類

イ　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設の諸元及び要求性能

ロ　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設への作用及びその設定の根拠

ハ　イ及びロの照査方法

二　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設の施工方法、施工管理方法及び安全管理方法を記載した書類

三　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設を適切に維持するための維持管理方法を記載した書類

四　前三号に掲げるもののほか、国土交通大臣が必要と認める書類

２　前項の規定は、法第四十三条の八第四項の規定により準用する法第三十七条第三項の規定により国土交通大臣と協議しようとする者に

ついて準用する。この場合において、前項中「国土交通大臣の許可を受け」とあるのは「国土交通大臣と協議し」と読み替えるものとす

る。

（法第四十三条の十一第一項の国土交通省令で定める港湾施設）

第十一条の三　法第四十三条の十一第一項の国土交通省令で定める港湾施設は、岸壁その他の係留施設に附帯する次に掲げるものとする。

一　荷さばき地

二　野積場

三　当該岸壁その他の係留施設及び前二号の施設の敷地
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（法第四十三条の十一第一項の国土交通省令で定める基準）

第十一条の四　法第四十三条の十一第一項の国土交通省令で定める基準は、次の各号のいずれかに該当する埠頭であることとする。

一　コンテナ船により運送されるコンテナ貨物、ロールオン・ロールオフ船により運送される貨物又は自動車航送船（本土と離島とを連

絡するものを除く。）により運送される自動車若しくは旅客を取り扱う埠頭（老朽化その他の事由によりその機能を十分に発揮できな

いものを除く。）

二　主としてばら積みの貨物を取り扱う埠頭であつて、水深十メートル以上の岸壁その他の係留施設を有するもの（老朽化その他の事由

によりその機能を十分に発揮できないものを除く。）

三　前二号に掲げる埠頭（以下この号において「主たる埠頭」という。）以外の埠頭であつて、主たる埠頭に隣接し、かつ、主たる埠頭

と一体的に運営することが当該埠頭群の運営の効率化に資すると認められるもの

（埠頭群を一体的に運営する二以上の国際戦略港湾の指定の公示）

第十一条の五　法第四十三条の十一第三項の規定による指定の公示は、官報に掲載して行うものとする。

（心身の故障により埠頭群の運営の事業を適正に行うことができない者）

第十一条の五の二　法第四十三条の十一第七項第三号の国土交通省令で定める者は、精神の機能の障害により埠頭群の運営の事業を適正に

行うに当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。

（指定の申請の内容の公衆の縦覧手続）

第十一条の六　国土交通大臣又は国際拠点港湾の港湾管理者は、法第四十三条の十一第八項の規定により指定の申請の内容を公衆の縦覧に

供しようとするときは、あらかじめ、縦覧の開始の日、縦覧の場所及び縦覧の時間を、国土交通大臣にあつては官報により、国際拠点港

湾の港湾管理者にあつては公報、掲示その他の方法により公告しなければならない。

２　国土交通大臣又は国際拠点港湾の港湾管理者は、法第四十三条の十一第八項の規定により指定の申請の内容を公衆の縦覧に供するとき

は、次に掲げる事項を、国土交通大臣にあつては官報により、国際拠点港湾の港湾管理者にあつては公報、掲示その他の方法により公告

しなければならない。

一　法第四十三条の十一第一項又は第六項の規定による指定を受けようとする者（第十一条の九において「申請者」という。）の商号及

び本店の所在地

二　運営計画の概要

三　意見書の提出方法、提出期限及び提出先

四　前三号に掲げるもののほか、当該指定に係る国土交通大臣又は国際拠点港湾の港湾管理者が必要と認める事項

（港湾運営会社の指定の公示）

第十一条の七　法第四十三条の十一第十二項の規定による公示は、港湾運営会社の商号及び本店の所在地のほか、同条第九項の規定により

提出された意見書の処理の経過、当該港湾運営会社の指定の理由その他当該港湾運営会社の指定をした国土交通大臣又は国際拠点港湾の

港湾管理者が必要と認める事項を明示して、国土交通大臣にあつては官報により、国際拠点港湾の港湾管理者にあつては公報、掲示その

他の方法により行うものとする。

（商号等変更の届出の公示）

第十一条の八　法第四十三条の十一第十四項の規定による公示は、国土交通大臣にあつては官報により、国際拠点港湾の港湾管理者にあつ

ては公報、掲示その他の方法により行うものとする。

（港湾運営会社の指定の申請）

第十一条の九　法第四十三条の十二第一項の規定により提出する申請書には、申請の年月日及び申請者の代表者の氏名を記載しなければな

らない。

２　法第四十三条の十二第一項第二号ロの国土交通省令で定める港湾施設（以下「荷さばき施設等」という。）は、次に掲げるものとする。

一　荷さばき施設

二　旅客施設

三　港湾管理事務所

四　移動式施設

３　法第四十三条の十二第一項第二号ロの国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　荷さばき施設等のうち申請者がその建設又は改良を行うもの（以下「特定荷さばき施設等」という。）の位置、種類、数、規模及び

構造

二　特定荷さばき施設等の工事に要する費用の概算

三　特定荷さばき施設等の工事の着手及び完成の予定期日並びに供用開始の予定期日

四　法第五十五条の九第一項の国の貸付けに係る国際戦略港湾又は国際拠点港湾の港湾管理者の貸付けを申請する場合にあつては、次に

掲げる事項を記載した当該貸付けに係る特定荷さばき施設等に係る資金計画

イ　資金計画の概要

ロ　資金の調達方法

ハ　資金の使途

五　前号の特定荷さばき施設等に係る収支計画

４　法第四十三条の十二第一項第二号ハの国土交通省令で定める事項は、役員及び職員の配置の状況並びに事務の機構及び分掌に関する事

項とする。

５　法第四十三条の十二第一項第二号ニの国土交通省令で定める航路は、外貿コンテナ貨物定期船が就航する航路であつて、別表第一の各

項に掲げるいずれかの地域内にある港を寄港地とするものとする。

６　法第四十三条の十二第一項第二号ニの国土交通省令で定める取組は、次に掲げるものとする。

一　国際基幹航路に就航する外貿コンテナ貨物定期船の寄港回数の維持又は増加に関する目標の設定

二　国際基幹航路により形成される長距離の国際海上コンテナ運送に係る国際海上貨物輸送網の状況に関する情報の収集、整理及び提供

三　国際戦略港湾の取扱貨物量の増加、国際戦略港湾への寄港に要する費用の低減及び国際戦略港湾の利用上の利便の増進のための取組

四　次に掲げる者に対する国際戦略港湾の利用を促進するための働きかけ

イ　海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）第二十三条の三第二項に規定する船舶運航事業者

ロ　貨物利用運送事業法（平成元年法律第八十二号）第五十五条第一項に規定する貨物利用運送事業者

ハ　荷主

ニ　イからハまでに掲げる者のほか、国際戦略港湾を利用し、又は利用することが見込まれる者

五　前各号に掲げるもののほか、国際基幹航路に就航する外貿コンテナ貨物定期船の寄港回数の維持又は増加を図るために必要な取組
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７　法第四十三条の十二第一項第二号ホの国土交通省令で定める事項は次に掲げるものとする。

一　埠頭群（当該港湾において埠頭群に含まれない埠頭を運営する場合にあつては、当該埠頭を含む。次号、第三号及び次項第三号にお

いて同じ。）の運営の事業の実施時期

二　埠頭群を構成する港湾施設（特定荷さばき施設等を除く。）の位置、種類、数、規模及び構造

三　埠頭群の運営の効率化に資する取組

四　法第五十五条第一項、第四項又は第五項の埠頭群を構成する港湾施設の貸付けを希望する期間

８　法第四十三条の十二第二項の国土交通省令で定める書類は、次に掲げるものとする。

一　資金収支見積書

二　取扱貨物量の目標を記載した書類

三　埠頭群の運営の効率性の向上の程度を示す指標を記載した書類

四　申請者に関する次に掲げる書類

イ　定款及び登記事項証明書

ロ　役員の履歴書

ハ　株主名簿の写し

ニ　 近の事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書

五　法第四十三条の十一第七項各号に該当しない旨を誓約する書類

六　埠頭群の運営の事業以外の事業を行う場合には、その種類及び概要を記載した書類

七　その他参考となるべき事項を記載した書類

（運営計画の変更の届出）

第十一条の十　法第四十三条の十三第一項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更は、次に掲げる変更とする。

一　前条第四項の事項に係る変更

二　前号に掲げるもののほか、特定荷さばき施設等の名称の変更その他の運営計画に記載されている内容の実質的な変更を伴わない変更

２　法第四十三条の十三第五項の規定により運営計画の変更の届出をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した運営計画変更届出書を

提出しなければならない。

一　商号及び本店の所在地

二　変更した事項（新旧の対照を明示すること。）

（区分経理の方法）

第十一条の十一　港湾運営会社は、法第四十三条の十六の規定により埠頭群の運営の事業に係る経理とその他の事業に係る経理とを区分し

て整理する場合においては、埠頭群の運営の事業とその他の事業との双方に関連する収益及び費用は、次に掲げる割合によりそれぞれの

事業に配賦するものとする。

一　受取利子その他の事業外収益にあつては、それぞれの事業に専属する事業収益による割合

二　事業費用にあつては、次に掲げる割合

イ　法人税、道府県民税、事業税及び市町村民税にあつては、それぞれの事業に専属する利益による割合

ロ　その他のものにあつては、それぞれの事業に専属する事業費用（諸税及び減価償却費を除く。次号ロにおいて同じ。）による割合

三　支払利子その他の事業外費用にあつては、次に掲げる割合

イ　支払利子にあつては、それぞれの事業に専属する事業用固定資産の価額による割合（当該固定資産につき前事業年度末における貸

借対照表に付せられた価額から当該固定資産につき当該貸借対照表に計上された減価償却引当金の額を控除した価額による割合をい

う。）

ロ　その他のものにあつては、それぞれの事業に専属する事業費用による割合

（指定の取消しの公示）

第十一条の十二　第十一条の八の規定は、法第四十三条の十九第三項の規定による公示について準用する。

（埠頭群の運営の事業の引継ぎ等）

第十一条の十三　法第四十三条の十九第一項又は第二項の規定による指定の取消しに係る国際戦略港湾又は国際拠点港湾の港湾運営会社

は、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　埠頭群の運営の事業に関する書類を国際戦略港湾若しくは国際拠点港湾の港湾管理者又は当該埠頭群の運営の事業の全部を承継する

ものとして国土交通大臣若しくは国際拠点港湾の港湾管理者が指定する港湾運営会社に引き継ぐこと。

二　その他国土交通大臣が必要と認める事項

（財務及び営業の方針の決定に対して重要な影響を与えることが推測される事実）

第十一条の十四　法第四十三条の二十一第一項に規定する国土交通省令で定める事実は、次に掲げる事実とする。

一　役員若しくは使用人である者又はこれらであつた者であつて港湾運営会社の財務及び営業又は事業の方針の決定に関して影響を与え

ることができるものが、当該港湾運営会社の取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる役職に就任していること。

二　港湾運営会社に対して重要な融資を行つていること。

三　港湾運営会社に対して重要な技術を提供していること。

四　港湾運営会社との間に重要な営業上又は事業上の取引があること。

五　その他港湾運営会社の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができることが推測される事実が存在す

ること。

（取得又は保有の態様その他の事情を勘案して取得又は保有する議決権から除く議決権）

第十一条の十五　法第四十三条の二十一第一項に規定する国土交通省令で定めるものは、次に掲げるものとする。

一　信託業（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第二条第一項に規定する信託業をいう。）を営む者が信託財産として取得し、又

は所有する港湾運営会社の株式に係る議決権（法第四十三条の二十一第五項第一号の規定により当該信託業を営む者が自ら取得し、又

は保有する議決権とみなされるものを除く。）

二　法人の代表権を有する者又は法人の代理権を有する支配人が当該代表権又は代理権に基づき、議決権を行使することができる権限又

は議決権の行使について指図を行うことができる権限を有し、又は有することとなる場合における当該法人が取得し、又は所有する港

湾運営会社の株式に係る議決権

三　港湾運営会社の役員又は従業員が当該港湾運営会社の他の役員又は従業員と共同して当該港湾運営会社の株式の取得（一定の計画に

従い、個別の投資判断に基づかず、継続的に行われ、各役員又は従業員の一回当たりの拠出金額が百万円に満たないものに限る。）を

した場合（当該港湾運営会社が会社法（平成十七年法律第八十六号）第百五十六条第一項（同法第百六十五条第三項の規定により読み
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替えて適用する場合を含む。）の規定に基づき取得した株式以外の株式を取得したときは、金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十

五号）第二条第九項に規定する金融商品取引業者に委託して行つた場合に限る。）において当該取得をした港湾運営会社の株式を信託

された者が取得し、又は所有する当該港湾運営会社の株式に係る議決権（法第四十三条の二十一第五項第一号の規定により当該信託さ

れた者が自ら取得し、又は保有する議決権とみなされるものを除く。）

四　相続人が相続財産として取得し、又は所有する港湾運営会社の株式（当該相続人（共同相続の場合を除く。）が単純承認（単純承認

をしたものとみなされる場合を含む。）若しくは限定承認をした日までのもの又は当該相続財産の共同相続人が遺産分割を了していな

いものに限る。）に係る議決権

五　港湾運営会社が自己の株式の消却を行うために取得し、又は所有する当該港湾運営会社の株式に係る議決権

（取得等の制限の適用除外）

第十一条の十六　法第四十三条の二十一第二項に規定する国土交通省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。

一　保有する対象議決権の数に増加がない場合

二　担保権の行使又は代物弁済の受領により対象議決権を取得し、又は保有する場合

三　金融商品取引業者（金融商品取引法第二十八条第一項に規定する第一種金融商品取引業を行う者に限る。）が業務として対象議決権

を取得し、又は保有する場合（同法第二条第八項第一号に掲げる行為により取得し、又は保有する場合を除く。）

四　金融商品取引法第二条第三十項に規定する証券金融会社が同法第百五十六条の二十四第一項に規定する業務として対象議決権を取得

し、又は保有する場合

（特定保有者の届出）

第十一条の十七　法第四十三条の二十一第三項の届出は、特定保有者となつた日から二週間以内に行わなければならない。

２　法第四十三条の二十一第三項に規定する国土交通省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一　特定保有者になつた日

二　特定保有者に該当することとなつた原因

三　その保有する対象議決権の数

四　港湾運営会社の保有基準割合未満の数の対象議決権の保有者となるために必要な措置として予定している措置

（特別の関係にある者）

第十一条の十八　法第四十三条の二十一第五項第二号（法第四十三条の二十二第二項において準用する場合を含む。）に規定する国土交通

省令で定める特別の関係にある者は、次に掲げる関係にある者（地方公共団体若しくは港務局又はその総株主の議決権の三分の二以上の

数の議決権を地方公共団体が保有している株式会社を除く。）とする。

一　共同で港湾運営会社の対象議決権を取得し、若しくは保有し、又は当該港湾運営会社の対象議決権を行使することを合意している者

（以下この条において「共同保有者」という。）の関係

二　会社の総株主等の議決権（総株主又は総出資者の議決権をいい、株式会社にあつては、株主総会において決議をすることができる事

項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法第八百七十九条第三項の規定により議決権を有

するものとみなされる株式についての議決権を含む。以下この条において同じ。）の百分の五十を超える議決権を保有している者（以

下この条において「支配株主等」という。）と当該会社（以下この条において「被支配会社」という。）との関係

三　被支配会社とその支配株主等の他の被支配会社との関係

四　夫婦の関係

２　共同保有者が合わせて会社の総株主等の議決権の百分の五十を超える議決権を保有している場合には、当該共同保有者は、それぞれ当

該会社の支配株主等とみなして前項の規定を適用する。

３　支配株主等とその被支配会社が合わせて他の会社の総株主等の議決権の百分の五十を超える議決権を保有している場合には、当該他の

会社も、当該支配株主等の被支配会社とみなして第一項の規定を適用する。

４　夫婦が合わせて会社の総株主等の議決権の百分の五十を超える議決権を保有している場合には、当該夫婦は、それぞれ当該会社の支配

株主等とみなして第一項の規定を適用する。

５　第一項第二号及び第二項から前項までの場合において、これらの規定に規定する者が保有する議決権には、社債、株式等の振替に関す

る法律（平成十三年法律第七十五号）第百四十七条第一項又は第百四十八条第一項の規定により発行者に対抗することができない株式に

係る議決権を含むものとする。

（対象議決権保有届出書の提出等）

第十一条の十九　法第四十三条の二十二第一項の規定により対象議決権保有届出書を提出する者は、対象議決権保有者となつた日から二週

間以内に、第三号の二様式により作成した対象議決権保有届出書を、当該港湾運営会社の指定をした国土交通大臣又は国際拠点港湾の港

湾管理者に提出するものとする。

２　法第四十三条の二十二第一項に規定する対象議決権保有割合、保有の目的その他国土交通省令で定める事項は、第三号の二様式に定め

る事項とする。

（証明書の様式）

第十一条の二十　法第四十三条の二十三第二項の規定による証明書（国の職員が携帯するものを除く。）は、第三号の三様式によるものと

する。

（発行済株式総数の公表等）

第十一条の二十一　法第四十三条の二十四の規定による公表は、港湾運営会社のウェブサイトへの掲載その他の適切な方法により行うもの

とする。

２　法第四十三条の二十四に規定する国土交通省令で定める事項は、当該港湾運営会社の発行済株式の総数及び総株主の議決権の数とす

る。

３　法第四十三条の二十四の規定により公表する場合において、株式の転換（当該株式がその発行会社に取得され、引換えに他の種類の株

式が交付されることをいう。）又は新株予約権の行使によつて発行済株式の総数又は総株主の議決権の数に変更があつた場合における発

行済株式の総数又は総株主の議決権の数は、前月末日現在のものによることができる。

４　法第四十三条の二十四の規定により公表する場合において、港湾運営会社の発行済株式の総数に変更があつたときは、その登記が行わ

れるまでの間は、登記されている発行済株式の総数をもつて、第二項の発行済株式の総数とみなすことができる。

（料率変更の請求）

第十二条　法第四十四条第三項の規定による請求をしようとする者は、左に掲げる事項を記載した料率変更請求書を国土交通大臣に提出す

るものとする。

一　請求者の氏名又は名称及び住所
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二　当該料率を定めた港湾管理者の名称

三　当該料率並びにそれについて不当又は違法と認める部分及びその理由

四　請求者が正当と認める料率

（入港料についての同意を要する協議）

第十二条の二　法第四十四条の二第二項前段の規定により入港料について国土交通大臣に協議し、その同意を得ようとする港湾管理者は、

次に掲げる事項を記載した入港料協議書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　当該港湾管理者の名称

二　料率の上限及びその算出の基礎

三　入港料を徴収する理由

２　法第四十四条の二第二項後段の規定により入港料の料率の上限の変更について国土交通大臣に協議し、その同意を得ようとする港湾管

理者は、次に掲げる事項を記載した料率上限変更協議書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　当該港湾管理者の名称

二　現行の料率の上限

三　変更しようとする料率の上限及びその算出の基礎

四　変更を必要とする理由

３　前二項の規定による同意を得ようとする港湾管理者は、入港料の料率を第一項第二号又は前項第三号の料率の上限と同じものとしよう

とする場合にあつては、前二項の協議書にその旨を記載した書類を添付することができる。この場合において、国土交通大臣が、法第四

十四条の二第二項の同意をしたときは、当該料率について同条第三項の規定による届出がなされたものとみなす。

（入港料の料率の届出）

第十二条の三　法第四十四条の二第三項の規定により入港料の料率の設定又は変更の届出をしようとする港湾管理者は、次に掲げる事項を

記載した料率設定（変更）届出書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　当該港湾管理者の名称

二　設定し、又は変更しようとする料率

三　実施予定日

（料率を記載した書面の提出を要する料金）

第十二条の四　法第四十五条第二項の国土交通省令で定める料金は、次に掲げる港湾施設の利用に関するものとする。

一　係留施設

二　荷さばき施設

三　旅客施設

（特定港湾情報提供施設協定の公告等）

第十二条の五　法第四十五条の四第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による公告及び同条第三項（同条第四項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による公示は、次に掲げる事項について行うものとする。

一　特定港湾情報提供施設協定の名称

二　協定特定港湾情報提供施設の名称及びその所在地

三　特定港湾情報提供施設協定の有効期間

四　特定港湾情報提供施設協定の縦覧又は特定港湾情報提供施設協定の写しの閲覧の場所

（報告）

第十三条　法第四十八条第一項の規定による報告は、事業年度ごとに当該事業年度終了後五月以内に公表するものとする。

２　前項の規定による報告のうち、収支報告は第四号様式によるものとする。

（港湾台帳）

第十四条　港湾台帳は、帳簿及び図面をもつて組成するものとする。

２　帳簿には、港湾につき、少なくとも次に掲げる事項を記載するものとし、その様式は、第五号様式とする。

一　港湾管理者の名称、港湾区域及び国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾又は地方港湾の別

二　港湾における潮位

三　港湾施設の種類、名称、管理者名又は所有者名その他当該港湾施設の概要をは握するために必要な事項

四　港湾に関する条例、規則等

３　図面は、区域平面図、施設位置図及び施設断面図とし、港湾につき、次に定めるところにより調製するものとする。

一　区域平面図は、縮尺五万分の一以上の平面図とし、付近の地形、方位及び縮尺を表示し、少なくとも次に掲げる事項を記載するもの

とする。ただし、ハ、ニ又はホにあつては、当該区域が、港湾区域、臨港地区又は港湾隣接地域と重複し、又は隣接している場合に限

る。

イ　港湾区域、臨港地区及び港湾隣接地域

ロ　港則法に基づく港の区域

ハ　河川法第三条第一項に規定する河川の河川区域

ニ　海岸法第三条の規定により指定される海岸保全区域

ホ　漁港及び漁場の整備等に関する法律第六条第一項から第四項までの規定により指定される漁港の区域

二　施設位置図は、縮尺一万分の一以上の平面図とし、方位及び縮尺を表示し、少なくとも次に掲げる事項を記載するものとする。

イ　港湾区域及び臨港地区

ロ　港湾施設の位置（当該施設の施設番号を付記すること。）

ハ　水域施設、外郭施設、係留施設等のうち主要なものの規模

三　施設断面図には、少なくとも外郭施設及び係留施設のうち主要なものの標準的な断面図を記載するものとする。

４　帳簿及び図面の記載事項に変更があつたときは、港湾管理者は、速やかにこれを訂正しなければならない。

第十四条の二　港湾管理者は、港湾台帳をその事務所に備えておき、その閲覧を求められたときは、正当な理由がなければこれを拒むこと

ができない。

（港湾施設の譲渡等）

第十四条の三　法第四十六条第一項の規定による処分の認可を受けようとする港湾管理者は、次に掲げる事項を記載した港湾施設処分申請

書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　申請者の名称
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二　処分しようとする港湾施設の種類及び数量

三　前号の港湾施設の工事に要した費用に関する明細

四　処分の相手方の氏名又は名称及び住所

五　担保の供与にあつては当該担保の供与に係る債務の内容、貸付けにあつては当該貸付けの条件

２　前項の港湾施設処分申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。ただし、第一号に掲げる書類の一部にあつては当該港湾施設

の種類により、第二号に掲げる書類にあつては当該港湾施設の処分後の用途により、必要がないときは、その添付を省略することができ

る。

一　当該港湾施設の位置図、平面図、縦断面図、横断面図及び構造図

二　処分後の当該港湾施設の維持管理計画等（港湾の施設の技術上の基準を定める省令（平成十九年国土交通省令第十五号）第四条第一

項の維持管理計画等をいう。第十五条の二の六第四号において同じ。）の内容を記載した書類

（法第四十八条の三第一項の国土交通省令で定める申請等及びその様式）

第十五条　法第四十八条の三第一項の国土交通省令で定める申請等は、入港届及び出港届とする。

２　前項に掲げるものの様式は、第五号の二様式とする。

（電子情報処理組織を使用してする申請等及び処分通知等）

第十五条の二　法第四十八条の四第一項第一号の国土交通省令で定める港湾管理者に対して行われる通知（以下「申請等」という。）は、

次の各号に掲げるものとする。

一　入港届

二　出港届

三　船舶の運航の動静に関する通知

四　係留施設の使用の許可の申請

五　荷さばき施設の使用の許可の申請

六　旅客施設（旅客乗降用固定施設に限る。）の使用の許可の申請

七　保管施設（野積場に限る。）の使用の許可の申請

八　船舶役務用施設（船舶のための給水施設に限る。）の使用の許可の申請

九　廃棄物処理施設（廃油処理施設に限る。）の使用の許可の申請

十　移動式施設の使用の許可の申請

十一　港湾役務提供用移動施設（船舶の離着岸を補助するための船舶並びに船舶のための給水の用に供する船舶及び車両に限る。）の使

用の許可の申請

十二　コンテナ用電源設備の使用の許可の申請

十三　入港料の減免の申請

十四　入港料の還付の申請

十五　法第三十七条第一項の許可の申請

十六　法第三十八条の二第一項及び第四項の届出

十七　前各号に掲げるもののほか、港湾管理者が必要と認める申請等

２　法第四十八条の四第一項第一号の国土交通省令で定める港湾管理者が行う通知（以下「処分通知等」という。）は、次の各号に掲げる

ものとする。

一　前項第一号に掲げる入港届を受理した旨の通知

二　前項第二号に掲げる出港届を受理した旨の通知

三　前項第三号に掲げる船舶の運航の動静に関する通知を受理した旨の通知

四　前項第四号に掲げる係留施設の使用の許可の申請に対する処分の通知

五　前項第五号に掲げる荷さばき施設の使用の許可の申請に対する処分の通知

六　前項第六号に掲げる旅客施設（旅客乗降用固定施設に限る。）の使用の許可の申請に対する処分の通知

七　前項第七号に掲げる保管施設（野積場に限る。）の使用の許可の申請に対する処分の通知

八　前項第八号に掲げる船舶役務用施設（船舶のための給水施設に限る。）の使用の許可の申請に対する処分の通知

九　前項第九号に掲げる廃棄物処理施設（廃油処理施設に限る。）の使用の許可の申請に対する処分の通知

十　前項第十号に掲げる移動式施設の使用の許可の申請に対する処分の通知

十一　前項第十一号に掲げる港湾役務提供用移動施設（船舶の離着岸を補助するための船舶並びに船舶のための給水の用に供する船舶及

び車両に限る。）の使用の許可の申請に対する処分の通知

十二　前項第十二号に掲げるコンテナ用電源設備の使用の許可の申請に対する処分の通知

十三　前項第十三号に掲げる入港料の減免の申請に対する処分の通知

十四　前項第十四号に掲げる入港料の還付の申請に対する処分の通知

十五　前項第十五号に掲げる法第三十七条第一項の許可の申請に対する処分の通知

十六　前項第十六号に掲げる法第三十八条の二第一項及び第四項の届出を受理した旨の通知

十七　前項第十七号に掲げる申請等に対する処分通知等

（法第四十八条の四第一項第二号の国土交通省令で定める情報）

第十五条の二の二　法第四十八条の四第一項第二号の国土交通省令で定める情報は、次の各号に掲げるものとする。

一　潮位に関する情報

二　入出港船舶の動静に関する情報

（法第四十八条の四第一項第三号の国土交通省令で定める個人識別情報）

第十五条の二の三　法第四十八条の四第一項第三号の国土交通省令で定める個人識別情報は、写真及び指紋とする。

（個人識別情報を照合する方法）

第十五条の二の四　法第四十八条の四第一項第三号の国土交通省令で定める方法は、同条第六項第三号の個人識別情報の照合のための機器

（第十五条の七第一項において「照合機器」という。）に入力された重要国際埠頭施設の制限区域に出入りする者に係る前条の個人識別情

報のうち一又は二の情報を同号の電気通信回線を通じて同号の電子計算機に記録されている個人識別情報と照合する方法とする。

（法第四十八条の四第一項第四号の国土交通省令で定める情報）

第十五条の二の五　法第四十八条の四第一項第四号の国土交通省令で定める情報は、次の各号に掲げるものとする。

一　送り状及び船荷証券に係る情報その他の貨物の運送に関する情報
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二　前号に掲げるもののほか、国土交通大臣が必要と認める情報

（法第四十八条の四第一項第五号の国土交通省令で定める情報）

第十五条の二の六　法第四十八条の四第一項第五号の国土交通省令で定める情報は、次の各号に掲げるものとする。

一　港湾施設の位置、種類、数、規模及び構造に関する情報

二　港湾施設の調査及び測量に関する情報

三　港湾施設の設計及び施工に関する情報

四　港湾施設の維持管理計画等に関する情報

五　港湾施設の点検及び診断並びに評価に関する情報

六　前各号に掲げるもののほか、国土交通大臣が必要と認める情報

（電子情報処理組織の使用料）

第十五条の三　法第四十八条の四第二項の規定により港湾管理者が負担する同条第一項第一号の電子情報処理組織の使用料は、当該電子情

報処理組織の設置及び管理に必要な経費を基礎として、その使用状況等を勘案して国土交通大臣が定める額とする。

２　法第四十八条の四第二項の規定により波浪情報等の提供を受ける者（国及び港湾管理者を除く。）が負担する同条第一項第二号の電子

情報処理組織の使用料は、当該電子情報処理組織の設置及び管理に必要な経費のうち波浪情報等の提供に必要なものを基礎として、その

使用状況等を勘案して国土交通大臣が定める額とする。

３　法第四十八条の四第二項の規定により重要国際埠頭施設の管理者又は個人識別情報の照合を受ける者が負担する同条第一項第三号の電

子情報処理組織の使用料は、当該電子情報処理組織の設置及び管理に必要な経費を基礎として、その使用状況等を勘案して国土交通大臣

が定める額とする。

４　法第四十八条の四第二項の規定により同条第一項第四号の電子情報処理組織を使用する者が負担する当該電子情報処理組織の使用料

は、当該電子情報処理組織の設置及び管理に必要な経費を基礎として、その使用状況等を勘案して国土交通大臣が定める額とする。

５　法第四十八条の四第二項の規定により港湾施設等情報の提供を受ける者（国及び港湾管理者を除く。）が負担する同条第一項第五号の

電子情報処理組織の使用料は、当該電子情報処理組織の設置及び管理に必要な経費を基礎として、その使用状況等を勘案して国土交通大

臣が定める額とする。

６　前五項の使用料は、年額として定めるものとする。ただし、第三項の個人識別情報の照合を受ける者が負担する使用料は、個人識別情

報を法第四十八条の四第六項第三号の電子計算機に記録する際に定額を支払うものとして定めるものとする。

（電子情報処理組織を使用してする申請等及び処分通知等の様式）

第十五条の四　法第四十八条の四第四項の国土交通省令で定める電子情報処理組織を使用してする申請等及び処分通知等の様式は、第十五

条の二第一項各号及び第二項各号に掲げる区分に応じて、法第四十八条の四第六項第一号に規定する国土交通大臣が指定する電子計算機

に備えられたファイルから入手可能な様式とする。

（電子情報処理組織を使用する者の届出等）

第十五条の五　法第四十八条の四第一項第一号の電子情報処理組織を使用して申請等をしようとする者は、申請等をしようとする者の氏名

又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

２　法第四十八条の四第一項第一号の電子情報処理組織を使用して処分通知等をしようとする港湾管理者は、次の事項を記載した届出書を

国土交通大臣に提出しなければならない。

一　処分通知等をしようとする港湾管理者の名称

二　処分通知等の対象とする港湾の名称

３　国土交通大臣は、第一項又は前項の届出書を受理したときは、当該届出をした者に識別番号、暗証番号その他必要と認める事項を通知

又は交付するものとする。

４　第一項又は第二項の届出をした者は、届け出た事項に変更があつたとき又は電子情報処理組織の使用を廃止したときは、速やかにその

旨を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

第十五条の六　法第四十八条の四第一項第二号の電子情報処理組織による波浪情報等の提供を受けようとする者は、次の事項を記載した届

出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　波浪情報等の提供を受けようとする者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地

二　提供を受けようとする波浪情報等の収集地点

２　前項の届出をした者は、届け出た事項に変更があつたとき又は電子情報処理組織の使用を廃止したときは、速やかにその旨を記載した

届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

第十五条の七　法第四十八条の四第一項第三号の電子情報処理組織による個人識別情報の照合を受けることができる者は、照合機器が設置

された重要国際埠頭施設に出入りする者であつて、国土交通大臣が定める者とする。

２　前項の照合を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した届出書に届出前六月以内に撮影した無帽、正面、上半身、無背景の写真

及び個人識別情報の照合を受けることができる者であることを証明する書類を添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

一　氏名、生年月日及び住所

二　勤務先の名称及び所在地

３　前項の届出をした者は、届け出た事項に変更があつたとき又は電子情報処理組織の使用を廃止しようとするときは、速やかにその旨を

記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

４　法第四十八条の四第一項第三号の電子情報処理組織を使用しようとする重要国際埠頭施設の管理者は、次に掲げる事項を記載した届出

書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　管理者の名称及び主たる事務所の所在地

二　重要国際埠頭施設の名称及び所在地

５　前項の届出をした重要国際埠頭施設の管理者は、届け出た事項に変更があつたとき又は電子情報処理組織の使用を廃止したときは、速

やかにその旨を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

第十五条の八　法第四十八条の四第一項第四号の電子情報処理組織を使用しようとする者は、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通

大臣に提出しなければならない。

一　電子情報処理組織を使用しようとする者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地

二　前号に掲げるもののほか、国土交通大臣が必要と認めるもの

２　前項の届出をした者は、届け出た事項に変更があつたとき又は電子情報処理組織の使用を廃止したときは、速やかにその旨を記載した

届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。
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第十五条の九　法第四十八条の四第一項第五号の電子情報処理組織による港湾施設等情報の提供を受けようとする者は、次に掲げる事項を

記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　港湾施設等情報の提供を受けようとする者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地

二　前号に掲げるもののほか、国土交通大臣が必要と認めるもの

２　前項の届出をした者は、届け出た事項に変更があつたとき又は電子情報処理組織の使用を廃止したときは、速やかにその旨を記載した

届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

（法第五十条の二第八項の規定による措置）

第十五条の十　港湾管理者は、港湾脱炭素化推進計画に法第五十条の二第三項第四号に掲げる事項を定め、又は当該事項に係る港湾脱炭素

化推進計画の変更をするときは、あらかじめ、第十七条の二第一項各号に掲げる事項の内容を二週間公衆の縦覧に供しなければならな

い。

２　第十七条の四第二項から第四項までの規定は、前項の規定による縦覧について準用する。この場合において、同条第二項及び第三項中

「認定の申請」とあるのは「第十七条の二第一項各号に掲げる事項」と、同項第一号中「申請者」とあるのは「特定埠頭の運営の事業の

実施主体」と、同条第四項中「認定の申請」とあるのは「事項」と読み替えるものとする。

（法第五十条の六第八項の規定による措置）

第十五条の十一　前条第一項の規定は、特定港湾管理者が特定利用推進計画に法第五十条の六第三項第三号に掲げる事項を定め、又は当該

事項に係る特定利用推進計画の変更をする場合に準用する。

２　第十七条の四第二項から第四項までの規定は、前項において準用する前条第一項の規定による縦覧について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「港湾管理者」とあるのは「特定港湾管理者」と、第十七条の四第二項及び第三項中「認定の申請」とあるのは「第

十七条の二第一項各号に掲げる事項」と、同項第一号中「申請者」とあるのは「特定埠頭の運営の事業の実施主体」と、同条第四項中

「認定の申請」とあるのは「事項」と読み替えるものとする。

（共同化促進施設）

第十五条の十二　法第五十条の九第一項の国土交通省令で定める港湾施設は、次に掲げるものとする。

一　係留施設

二　荷さばき施設

三　保管施設

（共同化促進施設協定の認可等の申請の公告）

第十五条の十三　法第五十条の十第一項（法第五十条の十二第二項において準用する場合を含む。）の規定による公告は、次に掲げる事項

について、公報、掲示その他の方法で行うものとする。

一　共同化促進施設協定の名称

二　協定共同化促進施設の名称

三　共同化促進施設協定の縦覧場所

（共同化促進施設協定の認可の基準）

第十五条の十四　法第五十条の十一第一項第三号（法第五十条の十二第二項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める基準

は、次に掲げるものとする。

一　法第五十条の九第三項第二号に掲げる事項が、特定利用推進計画に適合すること。

二　法第五十条の九第三項第四号に掲げる措置が、共同化促進施設協定に違反した者に対して不当に重い負担を課するものではないこ

と。

（共同化促進施設協定の認可等の公告）

第十五条の十五　第十五条の十三の規定は、法第五十条の十一第二項（法第五十条の十二第二項において準用する場合を含む。）の規定に

よる公告について準用する。

（法第五十条の十八第一項の国土交通省令で定める港湾施設）

第十五条の十六　法第五十条の十八第一項の国土交通省令で定める港湾施設は、次に掲げるものとする。

一　臨港交通施設

二　荷さばき施設

三　旅客施設

四　保管施設

五　船舶役務用施設

六　港湾情報提供施設

七　廃棄物処理施設

八　港湾環境整備施設

九　港湾厚生施設

十　移動式施設

（法第五十条の十八第一項の国土交通省令で定める者）

第十五条の十七　法第五十条の十八第一項の国土交通省令で定める者は、次に掲げるものとする。

一　所有者（株式会社である場合に限る。）の議決権の過半数を所有している者

二　所有者（持分会社（会社法第五百七十五条第一項に規定する持分会社をいう。）である場合に限る。）の資本金の二分の一を超える額

を出資している者

三　所有者の事業の方針の決定に関して、前二号に掲げる者と同等以上の支配力を有すると認められる者

（官民連携国際旅客船受入促進協定の基準）

第十五条の十八　法第五十条の十八第六項第二号（法第五十条の十九第四項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める基準

は、次に掲げるものとする。

一　法第五十条の十八第五項第二号に掲げる事項が、国際旅客船拠点形成計画に適合すること。

二　法第五十条の十八第五項第四号に掲げる有効期間が、不当に長いものではないこと。

三　法第五十条の十八第五項第五号に掲げる措置が、官民連携国際旅客船受入促進協定に違反した者に対して不当に重い負担を課するも

のではないこと。
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（官民連携国際旅客船受入促進協定の公告）

第十五条の十九　法第五十条の十九第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による公告及び同条第三項（同条第四項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による公示は、次に掲げる事項について行うものとする。

一　官民連携国際旅客船受入促進協定の名称

二　協定国際旅客船受入促進施設の名称及びその所在地

三　官民連携国際旅客船受入促進協定の有効期間

四　官民連携国際旅客船受入促進協定の縦覧又は官民連携国際旅客船受入促進協定の写しの閲覧の場所

（料率を記載した書面の提出を要する料金）

第十五条の二十　法第五十条の二十一の国土交通省令で定める料金は、協定民間国際旅客船受入促進施設を構成する旅客施設及びこれに附

帯する臨港交通施設の利用に関するものとする。

（港湾環境整備計画の作成及び認定の申請）

第十五条の二十一　法第五十一条第一項の港湾管理者の認定を受けようとする者（次項第一号において「申請者」という。）は、第五号の

二の二様式による申請書を港湾管理者に提出しなければならない。

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　法人にあつては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　 近の事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書

二　個人にあつては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し

ロ　財産目録

三　緑地等の位置図

四　法第五十一条第三項に規定する事項を記載する場合には、第三条の四第一項各号に掲げる書類

五　その他参考となるべき事項を記載した書類

（法第五十一条の二第三項の公正な手続を確保するための措置）

第十五条の二十二　港湾管理者は、法第五十一条の二第一項（同条第六項において準用する場合を含む。）の認定をするに当たつては、当

該認定を申請した者の氏名又は名称及び法第五十一条第二項第一号から第五号までに掲げる事項の概要を二週間公衆の縦覧に供しなけれ

ばならない。

２　港湾管理者は、前項の規定による縦覧をするときは、あらかじめ、縦覧の開始の日、縦覧の場所及び縦覧の時間を公報、掲示その他の

方法で公告しなければならない。

３　港湾管理者は、第一項の規定による縦覧をするときは、次に掲げる事項（公表することが不適切であると港湾管理者が認めるものを除

く。）を公報、掲示その他の方法で公告しなければならない。

一　当該認定を申請した者の氏名又は名称

二　法第五十一条第二項第一号から第五号までに掲げる事項の概要

三　意見書の提出方法、提出期限及び提出先

四　前三号に掲げるもののほか、港湾管理者が必要と認める事項

４　第一項の規定により縦覧に供された事項の内容について利害関係を有する者は、縦覧期間満了の日までの間に、港湾管理者に意見書を

提出することができる。

（法第五十一条の二第四項の国土交通省令で定める事項）

第十五条の二十三　法第五十一条の二第四項（同条第六項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める事項は、次の各号に掲

げるものとする。

一　前条第四項の規定により提出された意見書の処理の経過

二　法第五十一条の二第一項（同条第六項において準用する場合を含む。）の認定を受けた者の認定理由

三　前二号に掲げるもののほか、港湾管理者が必要と認める事項

（港湾環境整備計画の変更の認定の申請）

第十五条の二十四　法第五十一条の二第五項の規定により港湾環境整備計画の変更の認定を受けようとする者は、第五号の二の三様式によ

る申請書を港湾管理者に提出しなければならない。

２　前項の申請書には、第十五条の二十一第二項各号に掲げる書類のうち港湾環境整備計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添付

しなければならない。

（緑地等の貸付契約の内容）

第十五条の二十五　港湾管理者は、法第五十一条の三第一項の規定により認定計画実施者に緑地等を貸し付けるときは、少なくとも次に掲

げる事項を貸付契約の内容としなければならない。

一　港湾管理者は、認定計画実施者が法第五十一条の四第二項の取消しを受けたときは、当該貸付契約を解除するものとすること。

二　港湾管理者は、認定計画実施者が認定計画に従つて港湾の環境の整備に関する事業を実施していないと認めるとき、認定計画実施者

が法令若しくは当該貸付契約に違反したとき又は当該事業の実施に関し不正の行為があつたと認めるときは、当該貸付契約を解除する

ことができるものとすること。

三　港湾管理者は、認定計画の適正かつ確実な遂行を確保するため必要な限度において、認定計画実施者に対し、質問し、帳簿書類その

他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができ、認定計画実施者はこれに応じなければならない

ものとすること。

四　認定計画実施者は、貸し付けられた緑地等に関し、これを第三者に転貸し、及びこれに係る賃借権を譲渡してはならないこと。ただ

し、認定計画実施者が、貸し付けられた緑地等の一部について、当該緑地等の本来の用途又は目的を妨げない限度において、これを第

三者に転貸することについて港湾管理者の承諾を得たときは、この限りでないこと。

五　認定計画実施者は、貸し付けられた緑地等に自己の権原によつて附属させた物を担保に供しようとするときは、港湾管理者の承諾を

得なければならないものとすること。

六　非常災害に際し円滑な物資輸送及び避難地の確保を図る必要がある場合その他公益上特別の必要がある場合において、港湾管理者が

貸し付けられた緑地等を認定計画実施者以外の者の利用に供すべきことを認定計画実施者に指示したときは、認定計画実施者はその利

用を受忍しなければならないものとすること。
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（直轄工事の対象とする港湾施設）

第十五条の二十六　法第五十二条第一項第一号の国土交通省令で定めるものは、国土交通大臣が港湾の配置及び取扱貨物量を考慮して地震

に対する安全性の向上を図る必要があると認める外貿コンテナ岸壁等（コンテナ貨物の運送に係る外国貿易船（外国貿易のため本邦と外

国の間を往来する船舶をいう。以下同じ。）を専ら係留するための岸壁又は桟橋をいう。以下同じ。）であつて水深十六メートル以上のも

のとする。

２　法第五十二条第一項第二号の国土交通省令で定めるものは、次に掲げるものとする。

一　次に掲げる水域施設

イ　水深及び配置からみて当該港湾において主要と認められる航路

ロ　イの航路とハの泊地とを接続するための航路

ハ　第三号の係留施設の機能を確保するための泊地

二　次に掲げる外郭施設

イ　補助的防波堤（他の防波堤により防護される水域内に設置される防波堤をいう。）以外の防波堤であつて前号又は次号の施設を防

護するもの

ロ　次号の係留施設の機能を確保するための護岸

三　次に掲げる係留施設

イ　外国貿易船を係留するための係留施設であつて水深十二メートル以上のもの（前項に規定するものを除く。）

ロ　内国貿易船（内国貿易のため本邦内の各地間を往来する船舶をいう。）であつてコンテナ船、自動車航送船又はロールオン・ロー

ルオフ船であるものを係留するための係留施設

四　前号の係留施設の機能を確保するための臨港交通施設のうち主要なもの

３　法第五十二条第一項第三号の国土交通省令で定める大規模なものは、次に掲げるものとする。

一　港湾公害防止施設のうち面積二十ヘクタール以上の公害防止用緩衝地帯

二　港湾環境整備施設で、面積二十ヘクタール（非常災害が発生した場合において、緊急輸送の確保その他の災害対策基本法（昭和三十

六年法律第二百二十三号）第二条第一項第三号に規定する指定行政機関の長が実施する広域的な災害応急対策の拠点としての機能を発

揮するものにあつては、十五ヘクタール）以上のもの

三　埋立処分の用に供される場所の埋立容量が千五百万立方メートル以上の廃棄物埋立護岸

四　海洋性廃棄物処理施設のうち汚泥の処理のための施設であつて一日当たりの処理能力が二千五百立方メートル以上のもの又は廃棄物

の焼却のための施設であつて一日当たりの処理能力が三十トン以上のもの

４　法第五十二条第一項第四号の国土交通省令で定める大規模なものは、面積二十五ヘクタール以上の泊地及び当該泊地を防護する防波堤

とする。

（法第五十二条第二項第三号の国土交通省令で定める施設）

第十五条の二十七　法第五十二条第二項第三号の国土交通省令で定めるものは、次に掲げる施設とする。

一　外貿コンテナ岸壁等の機能を確保するための航路

二　外貿コンテナ岸壁等又は前号の航路を防護するための防波堤

三　国土交通大臣が港湾の配置及び取扱貨物量を考慮して地震に対する安全性の向上を図る必要があると認める外貿コンテナ岸壁等（前

条第一項に規定するもの及び国際戦略港湾における外貿コンテナ岸壁等であつて水深十四メートル未満のものを除く。）

（土地又は工作物の譲渡）

第十六条　法第五十三条に規定する土地又は工作物を譲り受けようとする港湾管理者は、次に掲げる事項を記載した土地工作物譲渡申請書

を国土交通大臣に提出するものとする。

一　当該港湾管理者の名称

二　土地の譲受にあつてはその区域、面積及び価額、工作物の譲受にあつてはその種類、構造及び価額

三　当該港湾管理者が、当該土地又は工作物につき費用を負担した場合はその額に相当する価額

２　第一条第二項の規定は前項の場合に準用する。この場合において「認定を受けようとする施設」及び「当該施設」とあるのは「当該土

地又は工作物」と読み替えるものとする。

（準用規定）

第十七条　第一条第二項及び前条第一項の規定は、港湾管理者が法第五十四条の二第一項に規定する港湾施設を譲り受けようとする場合に

準用する。この場合において、第一条第二項中「認定を受けようとする施設」及び「当該施設」とあるのは「当該港湾施設」と、前条第

一項中「土地工作物譲渡申請書」とあるのは「港湾施設譲渡申請書」と、同項第三号中「当該港湾管理者」とあるのは「当該港湾管理者

としての地方公共団体（当該地方公共団体が地方自治法第二百八十四条第二項又は第三項の地方公共団体である場合には当該地方公共団

体を組織する地方公共団体）又は当該港務局を組織する地方公共団体」と読み替えるものとする。

（特定埠頭の運営の事業の認定に係る申請手続）

第十七条の二　法第五十四条の三第一項の港湾管理者の認定を受けようとする者（以下この条から第十七条の四までにおいて「申請者」と

いう。）は、次に掲げる事項を記載した第五号の三様式による申請書を港湾管理者に提出するものとする。

一　特定埠頭の運営の事業の名称

二　次に掲げる事項を記載した特定埠頭の運営の事業の計画

イ　特定埠頭の運営の事業の概要

ロ　特定埠頭の運営の事業の実施時期

ハ　特定埠頭の位置

ニ　特定埠頭を構成する港湾施設の種類、数、規模及び構造

三　特定埠頭の運営の事業の実施が当該港湾の効率的な運営に特に資するものであることを明らかにするために参考となるべき事項

四　資金計画

五　貸付けを希望する特定埠頭を構成する港湾施設の一部を第三者に転貸することを希望するときは、その旨及び理由

六　その他特定埠頭の運営の事業の実施に関し必要な事項

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　既存の法人にあつては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員又は社員の履歴書

ハ　株式会社にあつては、発行済株式の総数の五パーセント以上の株式を所有する株主の名簿
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ニ　 近の事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書

ホ　組織を明らかにする書類

二　法人を設立しようとする者にあつては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為の謄本

ロ　発起人、社員又は設立者の履歴書

ハ　株式の引受け、出資又は財産の寄附の状況又は見込みを記載した書類

ニ　組織を明らかにする書類

三　貸付けを希望する特定埠頭の総体の位置を表示した縮尺五万分の一以上の平面図及び当該特定埠頭を構成する港湾施設の位置を表示

した縮尺一万分の一以上の平面図

四　特定埠頭の運営の事業の遂行に必要な資金の調達の相手方並びに当該相手方ごとのおおむねの調達額及びその調達方法を記載した

書類

五　貸付けを希望する特定埠頭を構成する港湾施設の一部を第三者に転貸することを希望するときは、転貸を受ける者の概要を記載した

書類

六　その他参考となるべき事項を記載した書類

（法第五十四条の三第一項の国土交通省令で定める要件）

第十七条の三　法第五十四条の三第一項の国土交通省令で定める要件は、次に掲げるものとする。

一　特定埠頭の運営の事業が次のいずれかに該当するものであること。

イ　コンテナ船により運送されるコンテナ貨物を取り扱う特定埠頭を運営する事業であつて、当該コンテナ船を係留するための岸壁そ

の他の係留施設（水深が七・五メートル以上のものに限る。）及びこれに連続する岸壁その他の係留施設（水深が五・五メートルを

超えるものに限る。）を一体的に運営しようとする場合は当該係留施設並びにこれらに附帯する荷さばき地又は野積場の一体的な運

営を含むもの

ロ　ロールオン・ロールオフ船により運送される貨物を取り扱う特定埠頭を運営する事業であつて、当該ロールオン・ロールオフ船を

係留するための岸壁その他の係留施設（水深が七・五メートル以上のものに限る。）及びこれに連続する岸壁その他の係留施設（水

深が五・五メートルを超えるものに限る。）を一体的に運営しようとする場合は当該係留施設並びにこれらに附帯する荷さばき地又

は野積場の一体的な運営を含むもの

ハ　自動車航送船により運送される自動車又は旅客を取り扱う特定埠頭を運営する事業であつて、当該自動車航送船を係留するための

岸壁その他の係留施設（水深が七・五メートル以上のものに限る。）及びこれに連続する岸壁その他の係留施設（水深が五・五メー

トルを超えるものに限る。）を一体的に運営しようとする場合は当該係留施設並びにこれらに附帯する駐車場又は旅客施設の一体的

な運営を含むもの

ニ　主としてばら積みの貨物を取り扱う特定埠頭を高性能な荷さばき施設を整備し一体的に運営する事業であつて、法第三条の二に規

定する基本方針に基づき、輸送、保管、荷さばき、流通加工その他の物資の流通に係る業務を行うための土地の確保、道路法（昭和

二十七年法律第百八十号）第三条第一号に規定する高速自動車国道又は同法第五条第一項第一号に規定する一般国道との連絡の確保

に関する状況等を勘案して港湾管理者が指定する臨港地区又は臨港地区の予定地区内の区域にあるばら積みの貨物を取り扱う岸壁そ

の他の係留施設（水深が十四メートル以上のものに限る。）及びこれらに附帯する荷さばき地又は野積場の一体的な運営を含むもの

二　特定埠頭の運営の事業が当該港湾の効率的な運営に特に資するものであり、かつ、当該港湾の適正な運営の確保の見地から支障がな

いと認められること。

三　特定埠頭の運営の事業に係る資金計画が当該事業を適正かつ確実に遂行するために適切なものであること。

四　申請者が、特定埠頭の運営の事業を遂行するために必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行するために必要なその他の能力が十分で

あること。

五　特定の利用者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

（法第五十四条の三第四項の公正な手続を確保するための措置）

第十七条の四　港湾管理者は、法第五十四条の三第二項の認定をするに当たつては、当該認定の申請の内容を二週間公衆の縦覧に供しなけ

ればならない。

２　港湾管理者は、前項の規定により認定の申請の内容を公衆の縦覧に供しようとするときは、あらかじめ、縦覧の開始の日、縦覧の場所

及び縦覧の時間を公報、掲示その他の方法で公告しなければならない。

３　港湾管理者は、第一項の規定により認定の申請の内容を公衆の縦覧に供するときは、次に掲げる事項（公表することが不適切であると

港湾管理者が認めるものを除く。）を公報、掲示その他の方法で公告しなければならない。

一　申請者の氏名又は名称

二　第十七条の二第一項第一号から第三号まで及び第五号に掲げる事項の概要

三　意見書の提出方法、提出期限及び提出先

四　前三号に掲げるもののほか、港湾管理者が必要と認める事項

４　第一項の規定により縦覧に供された認定の申請の内容について利害関係を有する者は、縦覧期間満了の日までの間に、港湾管理者に意

見書を提出することができる。

（法第五十四条の三第五項の通知）

第十七条の五　港湾管理者は、法第五十四条の三第二項の認定（同条第三項の規定により国土交通大臣の同意を得てしたものを除く。）を

したときは、次に掲げる事項を記載した通知書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　当該認定を受けた者の氏名又は名称

二　第十七条の二第一項第一号から第三号まで及び第五号に掲げる事項

三　当該認定を受けた者の認定理由

２　前項の通知書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　当該認定を行つた運営の事業を実施する特定埠頭の総体の位置を表示した縮尺五万分の一以上の平面図及び当該特定埠頭を構成する

港湾施設の位置を表示した縮尺一万分の一以上の平面図

二　法第五十四条の三第六項の規定による公表をしたこと並びに前条第二項及び第三項の規定による公告をしたことを証する書類

（法第五十四条の三第六項の国土交通省令で定める事項）

第十七条の六　法第五十四条の三第六項の国土交通省令で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。

一　第十七条の二第一項第一号、第二号ロからニまで、第三号及び第五号に掲げる事項の概要

二　第十七条の四第四項の規定により提出された意見書の処理の経過
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三　当該認定を受けた者（次条において「事業者」という。）の認定理由

四　前三号に掲げるもののほか、港湾管理者が必要と認める事項

（特定埠頭の貸付契約の内容）

第十七条の七　港湾管理者は、法第五十四条の三第七項の規定により事業者に特定埠頭を構成する港湾施設を貸し付けるときは、少なくと

も次に掲げる事項を貸付契約の内容としなければならない。

一　港湾管理者は、事業者が法第五十四条の三第十二項の取消しを受けたときは、当該貸付契約を解除するものとすること。

二　港湾管理者は、事業者が法第五十四条の三第一項に規定する要件を欠くに至つたとき、事業者が法令若しくは当該貸付契約に違反し

たとき又は特定埠頭の運営の事業の実施に関し不正の行為があつたと認めるときは、当該貸付契約を解除することができるものとする

こと。

三　港湾管理者は、特定埠頭の運営の事業の適正かつ確実な遂行を確保するため必要な限度において、事業者に対し、質問し、帳簿書類

その他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができ、事業者はこれに応じなければならないもの

とすること。

四　事業者は、貸し付けられた港湾施設に関し、これを第三者に転貸し、及びこれに係る賃借権を譲渡してはならないこと。ただし、事

業者が、貸し付けられた港湾施設の一部について、当該港湾施設の本来の用途又は目的を妨げない限度において、これを第三者に転貸

することについて港湾管理者の承諾を得たときは、この限りではないこと。

五　事業者は、貸し付けられた港湾施設に自己の権原によつて附属させた物を担保に供しようとするときは、港湾管理者の承諾を得なけ

ればならないものとすること。

六　異常な滞船の解消を図る必要がある場合、港湾施設における感染症の発生の予防又はそのまん延の防止を図る必要がある場合その他

公益上特別の必要がある場合において、港湾管理者が貸し付けられた港湾施設を事業者以外の者の利用に供すべきこと又は特定の船舶

の利用に供してはならないことを事業者に指示したときは、事業者はその利用又は利用制限を受忍しなければならないものとするこ

と。

（港湾計画の軽易な変更の特例）

第十七条の八　法第五十四条の三第一項の規定による申請が見込まれ、かつ、港湾管理者が同条第二項の規定により認定しようとする特定

埠頭の運営の事業に係る港湾計画の変更についての第一条の十二第五号の規定の適用については、同号中「含む。）」とあるのは、「含み、

法第五十四条の三第一項の規定による申請が見込まれ、かつ、港湾管理者が同条第二項の規定により認定しようとする特定埠頭の運営の

事業に係る特定埠頭を構成するものを除く。）」とする。

（埠頭群の貸付契約の内容）

第十七条の九　法第五十五条第一項、第四項又は第五項の規定により埠頭群を構成する港湾施設を貸し付ける者（以下この条において「貸

付者」という。）は、港湾運営会社に当該港湾施設を貸し付けるときは、少なくとも次に掲げる事項を貸付契約の内容としなければなら

ない。

一　港湾運営会社は、貸し付けられた港湾施設を第三者に長期間転貸し、又はこれに係る賃借権を譲渡してはならないものとすること。

二　港湾運営会社は、貸し付けられた港湾施設に自己の権原によつて附属させた物を担保に供しようとするときは、貸付者の承諾を得な

ければならないものとすること。

三　異常な滞船の解消を図る必要がある場合、港湾施設における感染症の発生の予防又はそのまん延の防止を図る必要がある場合その他

公益上特別の必要がある場合において、貸付者が貸し付けられた港湾施設を港湾運営会社以外の者の利用に供すべきこと又は特定の船

舶の利用に供してはならないことを港湾運営会社に指示したときは、港湾運営会社はその利用又は利用制限を受忍しなければならない

ものとすること。

（海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭の貸付契約の内容）

第十七条の十　法第五十五条の二第一項又は第四項の規定により海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾の海洋再生可能エネルギー発

電設備等取扱埠頭を構成する港湾施設を貸し付ける者（以下この条において「貸付者」という。）は、許可事業者に当該港湾施設を貸し

付けるときは、少なくとも次に掲げる事項を貸付契約の内容としなければならない。

一　許可事業者は、貸し付けられた港湾施設を第三者に転貸し、又はこれに係る賃借権を譲渡してはならないものとすること。

二　許可事業者は、貸し付けられた港湾施設に自己の権原によつて附属させた物を担保に供しようとするときは、貸付者の承諾を得なけ

ればならないものとすること。

三　異常な滞船の解消を図る必要がある場合、港湾施設における感染症の発生の予防又はそのまん延の防止を図る必要がある場合その他

公益上特別の必要がある場合において、貸付者が貸し付けられた港湾施設を許可事業者以外の者の利用に供すべきこと又は特定の船舶

の利用に供してはならないことを許可事業者に指示したときは、許可事業者はその利用又は利用制限を受忍しなければならないものと

すること。

（証明書の様式）

第十八条　法第五十五条の二の二第四項の規定による証明書（国の職員が携帯するものを除く。）は、第六号様式によるものとする。

（港湾施設を使用して行う広域災害応急対策）

第十八条の二　法第五十五条の三の二第一項の国土交通省令で定める災害応急対策は、非常災害が発生した場合において、災害対策基本法

第二条第三号に規定する指定行政機関の長が実施する災害応急対策のうち、緊急輸送の確保、施設及び設備の応急復旧その他災害の拡大

の防止を図るため実施すべき応急の対策とする。

（港湾広域防災施設）

第十八条の三　法第五十五条の三の二第一項の国土交通省令で定める港湾施設は、港湾環境整備施設（第十五条の二十六第三項第二号括弧

書に規定するものに限る。）及び非常災害が発生した場合において当該施設と一体的に使用する港湾施設（同項第一号及び第四号に掲げ

るものを除く。）とする。

（法第五十五条の三の二第五項の国土交通省令で定める事項）

第十八条の四　法第五十五条の三の二第五項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　国土交通大臣が管理する港湾広域防災施設（以下この条において「大臣管理施設」という。）が設置されている港湾の名称

二　大臣管理施設が設置されている港湾の港湾管理者の名称

三　大臣管理施設の種類、名称及び所在地

（法第五十五条の三の三第二項の国土交通省令で定める事項）

第十八条の五　法第五十五条の三の三第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　国土交通大臣が管理する港湾施設（以下この条において「大臣管理施設」という。）が設置されている港湾の名称

二　大臣管理施設が設置されている港湾の港湾管理者の名称
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三　大臣管理施設の種類、名称及び所在地

四　国土交通大臣が大臣管理施設について行う管理の内容

（開発保全航路内の物件の使用等ができる区域）

第十八条の六　法第五十五条の三の四の国土交通省令で定める区域は、別表第二のとおりとする。

（緊急確保航路内における放置等禁止物件）

第十八条の七　法第五十五条の三の五第一項の国土交通省令で定める物件は、次に掲げるものとする。

一　船舶

二　土石

三　いかだ

四　竹木

五　車両

六　前各号に掲げるもののほか、緊急確保航路における非常災害が発生した場合の船舶の交通又は沈没物その他の物件の除去に支障を与

える程度においてこれらの物件に類するもの

（緊急確保航路内における技術基準対象施設の建設等の許可）

第十八条の八　法第五十五条の三の五第二項の国土交通大臣の許可を受けようとする者は、次に掲げる書類（技術基準対象施設の建設又は

改良を行おうとする者以外の者にあつては、第四号に掲げる書類に限る。）を国土交通大臣に提出するものとする。

一　次に掲げる事項を示し又は記載した書類

イ　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設の諸元及び要求性能

ロ　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設への作用及びその設定の根拠

ハ　イ及びロの照査方法

二　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設の施工方法、施工管理方法及び安全管理方法を記載した書類

三　建設又は改良を行おうとする技術基準対象施設を適切に維持するための維持管理方法を記載した書類

四　前三号に掲げるもののほか、国土交通大臣が必要と認める書類

２　前項の規定は、法第五十五条の三の五第四項の規定により準用する法第三十七条第三項の規定により国土交通大臣と協議しようとする

者について準用する。この場合において、前項中「国土交通大臣の許可を受け」とあるのは「国土交通大臣と協議し」と読み替えるもの

とする。

（認定申請の手続）

第十九条　法第五十五条の七第一項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出するものとす

る。

一　法第五十五条の七第二項第一号に掲げる港湾施設である同項の特定用途港湾施設の建設又は改良を行おうとする者にあつては、次に

掲げる事項を記載した当該特定用途港湾施設の工事実施計画

イ　特定用途港湾施設の総体の名称及び位置（縮尺五万分の一以上の平面図をもつて表示すること。）

ロ　岸壁又は桟橋の長さ、係留能力及び構造

ハ　建設又は改良を行う泊地の水深及び面積

ニ　令第四条第二項第二号の施設の種類、数、規模及び構造

ホ　令第四条第二項第三号の施設の種類、数、規模及び構造

ヘ　令第四条第二項第四号の施設の種類、数、規模及び構造

ト　令第四条第二項第五号の施設の種類、数、規模及び構造

チ　護岸の長さ及び構造

リ　臨港交通施設の種類及び規模

ヌ　令第四条第二項第七号の施設の種類、数、係留能力及び構造

ル　令第四条第二項第八号の敷地の面積

ヲ　ロからヌまでに掲げる施設の配置（縮尺一万分の一以上の平面図をもつて表示すること。）

ワ　工事に要する費用の概算

カ　工事の着手及び完成の予定期日並びに供用開始の予定期日

二　法第五十五条の七第二項第二号又は第三号に掲げる港湾施設である同項の特定用途港湾施設の建設又は改良を行おうとする者にあつ

ては、次に掲げる事項を記載した当該特定用途港湾施設の工事実施計画

イ　特定用途港湾施設の総体の名称及び位置（縮尺五万分の一以上の平面図をもつて表示すること。）

ロ　荷さばき施設若しくは保管施設（保管施設にあつては、国際戦略港湾におけるものに限る。）又は旅客施設の規模及び構造

ハ　令第四条の二第二項第一号又は第四条の三第二項第一号の施設の種類及び規模

ニ　令第四条の二第二項第二号又は第四条の三第二項第二号の施設の種類及び規模

ホ　ロからニまでに掲げる施設の配置（縮尺一万分の一以上の平面図をもつて表示すること。）

ヘ　工事に要する費用の概算

ト　工事の着手及び完成の予定期日並びに供用開始の予定期日

三　次に掲げる事項を記載した特定用途港湾施設の管理運営計画

イ　特定用途港湾施設の使用者の選定の基準及び方法

ロ　特定用途港湾施設の使用形態

ハ　特定用途港湾施設の使用料の算出方法

ニ　その他特定用途港湾施設の管理運営に関し必要な事項

四　次に掲げる事項を記載した特定用途港湾施設に係る資金計画

イ　資金の調達方法

ロ　資金の使途

五　特定用途港湾施設に係る収支計画

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添附するものとする。

一　既存の法人にあつては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員又は社員の履歴書
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ハ　株式会社にあつては、発行済株式の総数の五パーセント以上の株式を所有する株主の名簿

ニ　 近の事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書

ホ　貸付申請に関する意思の決定を証する書類

ヘ　組織を明らかにする書類

二　法人を設立しようとする者にあつては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為の謄本

ロ　発起人、社員又は設立者の履歴書

ハ　株式の引受け、出資又は財産の寄附の状況又は見込みを記載した書類

ニ　組織を明らかにする書類

（認定の通知）

第二十条　国土交通大臣は、前条の申請をした者が令第二条の基準に適合すると認めるときは、当該申請をした者及び当該特定用途港湾施

設に係る港湾の港湾管理者に対し、その旨を通知するものとする。

（貸付申請の手続）

第二十一条　前条の通知を受けた港湾管理者は、法第五十五条の七第一項の国の貸付けを受けようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た申請書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　港湾管理者の当該年度における当該特定用途港湾施設に係る貸付けの金額及び出資の金額並びにその時期

二　港湾管理者の貸付けを受ける者の当該年度における当該特定用途港湾施設の工事実施計画の明細

三　港湾管理者の貸付けを受ける者の当該年度における当該特定用途港湾施設に係る資金計画の明細

四　港湾管理者の貸付金に関する貸付けの条件

２　前項の申請書には、次に掲げる当該特定用途港湾施設に関する書類を添付するものとする。

一　平面図、縦断面図、標準横断面図、深浅図その他の必要な図面

二　岸壁又は桟橋並びに令第四条第二項第二号及び第四号から第七号までの施設（第五号の施設にあつては、廃棄物埋立護岸に限る。）

の安定計算の概要

（国土交通大臣の承認事項）

第二十二条　令第五条第一項第四号の国土交通省令で定める事項は、令第六条第七号に掲げる事項のうち次に掲げる事項以外のものとす

る。

一　貸付けに係る特定用途港湾施設に係る管理運営計画を変更すること（当該施設の使用者の選定の基準若しくは方法、使用形態又は使

用料の算出方法を変更する場合を除く。）。

二　貸付けに係る特定用途港湾施設の供用を一月以下の期間を定めて休止すること。

（令第六条第三号の特定用途港湾施設の価額）

第二十三条　令第六条第三号の特定用途港湾施設の価額は、当該施設の取得価額又は製作価額とする。

（令第六条第三号の国土交通省令で定める割合）

第二十四条　令第六条第三号の国土交通省令で定める割合は、年三パーセントとする。

（令第六条第三号の利益の額）

第二十五条　令第六条第三号の利益の額は、特定用途港湾施設の運営に係る毎事業年度における収益から費用を控除した額とする。

２　前項の収益は、特定用途港湾施設の使用料その他の事業収益及び受取利子その他の事業外収益（積立金取りくずし額以外の特別利益を

含む。次条において同じ。）の合計額とする。

３　第一項の費用は、事業費用（法人税、道府県民税及び市町村民税を含む。次条において同じ。）及び支払利子その他の事業外費用（特

別損失を含む。次条において同じ。）の合計額とする。

第二十六条　前条の規定により収益及び費用を計算する場合において、貸付けに係る特定用途港湾施設の運営と特定用途港湾施設の運営以

外の事業との双方に関連する収益及び費用は、次の各号に掲げる割合によりそれぞれの事業に配賦するものとする。

一　受取利子その他の事業外収益にあつては、それぞれの事業に専属する事業収益による割合

二　事業費用にあつては、次の各号に掲げる割合

イ　法人税、道府県民税、事業税及び市町村民税にあつては、それぞれの事業に専属する利益による割合

ロ　その他のものにあつては、それぞれの事業に専属する事業費用（諸税及び減価償却費を除く。次号において同じ。）による割合

三　支払利子その他の事業外費用にあつては、次に掲げる割合

イ　支払利子にあつては、それぞれの事業に専属する事業用固定資産の価額による割合（当該固定資産につき前事業年度末における貸

借対照表に付せられた価額から当該固定資産につき当該貸借対照表に計上された減価償却引当金の額を控除した価額による割合をい

う。）

ロ　その他のものにあつては、それぞれの事業に専属する事業費用による割合

（区分経理）

第二十七条　法第五十五条の七第一項の港湾管理者の貸付けを受ける者は、特定用途港湾施設の運営に関する経理について特別の勘定を設

け、特定用途港湾施設の運営以外の事業に関する経理と区分して整理するものとする。この場合において、特定用途港湾施設の運営と特

定用途港湾施設の運営以外の事業との双方に関連する収益及び費用は、前条の規定に従い、それぞれの事業に配賦して経理するものとす

る。

（特別特定技術基準対象施設の改良に係る認定申請の手続）

第二十七条の二　法第五十五条の八第一項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出するもの

とする。

一　次に掲げる事項を記載した当該特別特定技術基準対象施設の工事実施計画

イ　特別特定技術基準対象施設の総体の名称及び位置（縮尺五万分の一以上の平面図をもつて表示すること。）

ロ　護岸の長さ及び構造

ハ　岸壁又は物揚場の長さ、係留能力及び構造

ニ　ロ及びハに掲げる施設の配置（縮尺一万分の一以上の平面図をもつて表示すること。）

ホ　工事に要する費用の概算

ヘ　工事の着手及び完成の予定期日

ト　特別特定技術基準対象施設の要求性能

チ　特別特定技術基準対象施設への作用及びその設定の根拠
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リ　ト及びチの照査方法

ヌ　その他国土交通大臣が必要と認める事項

二　次に掲げる事項を記載した特別特定技術基準対象施設の管理運営計画

イ　特別特定技術基準対象施設の点検及び診断の実施方針

ロ　特別特定技術基準対象施設の維持工事等の実施方針

ハ　その他特別特定技術基準対象施設の管理運営に関し必要な事項

三　次に掲げる事項を記載した特別特定技術基準対象施設に係る資金計画

イ　資金の調達方法

ロ　資金の使途

四　特別特定技術基準対象施設に係る収支計画

（法第五十五条の八第二項の国土交通省令で定める水域施設）

第二十七条の三　法第五十五条の八第二項の国土交通省令で定める水域施設は、次に掲げる施設とする。

一　岸壁又は桟橋（いずれも当該港湾の港湾計画において、大規模地震対策施設（港湾計画の基本的な事項に関する基準を定める省令第

十六条の大規模地震対策施設をいう。以下同じ。）として定められているものに限る。）の機能を確保するための航路及び泊地（次号に

掲げるものを除く。）

二　石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和五十年法律第九十六号）第二条第二項に規定する指定石油製品を取り扱う係留施設（当該港

湾の港湾計画において、大規模地震対策施設として定められているものに限る。）の機能を確保するための航路及び泊地

（特別特定技術基準対象施設）

第二十七条の四　法第五十五条の八第二項の国土交通省令で定める港湾施設は、護岸、岸壁及び物揚場とする。

（準用規定）

第二十七条の五　第十九条第二項の規定は第二十七条の二の申請書について、第二十条の規定は法第五十五条の八第一項の認定について、

第二十一条の規定は法第五十五条の八第一項の国の貸付けを受けようとする場合について、第二十二条の規定は令第九条の三第一項にお

いて準用する令第五条第一項第四号の国土交通省令で定める事項について、第二十三条の規定は令第九条の三第一項において準用する令

第六条第三号の特別特定技術基準対象施設の価額について、第二十四条の規定は令第九条の三第一項において準用する令第六条第三号の

国土交通省令で定める割合について、第二十五条及び第二十六条の規定は令第九条の三第一項において準用する令第六条第三号の利益の

額について、第二十七条の規定は法第五十五条の八第一項の港湾管理者の貸付けを受ける者について準用する。この場合において、第二

十条、第二十一条、第二十二条、第二十五条第一項及び第二項、第二十六条並びに第二十七条中「特定用途港湾施設」とあるのは「特別

特定技術基準対象施設」と、第二十条中「前条」とあるのは「第二十七条の二」と、「令第二条」とあるのは「令第九条」と、第二十一

条第一項第一号中「出資の金額並びにその時期」とあるのは「その時期」と、同条第二項第二号中「岸壁又は桟橋並びに令第四条第二項

第二号及び第四号から第七号までの施設（第五号の施設にあつては、廃棄物埋立護岸に限る。）」とあるのは「第二十七条の四の港湾施

設」と、第二十二条中「令第六条第七号」とあるのは「令第九条の三第一項において準用する令第六条第七号」と、同条第一号中「使用

者の選定の基準若しくは方法、使用形態又は使用料の算出方法」とあるのは「点検及び診断の実施方針又は維持工事等の実施方針」と読

み替えるものとする。

（法第五十五条の九第一項の国土交通省令で定める港湾施設）

第二十七条の六　法第五十五条の九第一項の国土交通省令で定める港湾施設は、埠頭群を構成する岸壁その他の係留施設に係留される船舶

に係る輸出入に係るコンテナ貨物の荷さばきを行うため又は当該岸壁その他の係留施設に係留される自動車航送船に係る積込み若しくは

取卸しをする自動車を待機させ若しくは整理するための固定的な施設及び当該岸壁その他の係留施設に係留される自動車航送船に係る固

定的な旅客施設とする。

（準用規定）

第二十七条の七　第二十一条の規定は国際戦略港湾又は国際拠点港湾の港湾管理者が法第五十五条の九第一項の国の貸付けを受けようとす

る場合について、第二十二条（第一号を除く。）の規定は令第十一条第一項において準用する令第五条第一項第四号の国土交通省令で定

める事項について、第二十三条の規定は令第十一条第一項において準用する令第六条第三号の埠頭群を構成する港湾施設の価額につい

て、第二十四条の規定は令第十一条第一項において準用する令第六条第三号の国土交通省令で定める割合について、第二十五条及び第二

十六条の規定は令第十一条第一項において準用する令第六条第三号の利益の額について、第二十七条の規定は法第五十五条の九第一項の

国際戦略港湾又は国際拠点港湾の港湾管理者の貸付けを受ける港湾運営会社について準用する。この場合において、第二十一条、第二十

二条及び第二十五条中「特定用途港湾施設」とあるのは「埠頭群を構成する港湾施設」と、第二十一条第一項中「前条の通知を受けた港

湾管理者」とあり、及び「港湾管理者」とあるのは「国際戦略港湾又は国際拠点港湾の港湾管理者」と、同項第一号中「出資の金額並び

にその時期」とあるのは「その時期」と、同項第二号及び第三号中「貸付けを受ける者」とあるのは「貸付けを受ける港湾運営会社」

と、同項第二号中「の工事実施計画の明細」とあるのは「に係る第十一条の九第三項第一号から第三号までに掲げる事項に係る明細」

と、同項第三号中「資金計画の明細」とあるのは「第十一条の九第三項第四号に掲げる事項に係る明細」と、同条第二項第二号中「岸壁

又は桟橋並びに令第四条第二項第二号及び第四号から第七号までの施設（第五号の施設にあつては、廃棄物埋立護岸に限る。）」とあるの

は「第二十七条の六の港湾施設」と、第二十二条中「令第六条第七号」とあるのは「令第十一条第一項において準用する令第六条第七号

ロ及びハ」と、第二十六条中「特定用途港湾施設の運営と特定用途港湾施設」とあるのは「埠頭群を構成する港湾施設の運営と貸付けに

係る埠頭群を構成する港湾施設」と、第二十七条中「特定用途港湾施設」とあるのは「貸付けに係る埠頭群を構成する港湾施設」と読み

替えるものとする。

（公告水域における技術基準対象施設の建設等の許可）

第二十七条の八　法第五十六条第一項の都道府県知事の許可を受けようとする者は、次に掲げる書類（技術基準対象施設の建設を行おうと

する者以外の者にあつては、第四号に掲げる書類に限る。）を都道府県知事に提出するものとする。

一　次に掲げる事項を示し又は記載した書類

イ　建設を行おうとする技術基準対象施設の諸元及び要求性能

ロ　建設を行おうとする技術基準対象施設への作用及びその設定の根拠

ハ　イ及びロの照査方法

二　建設を行おうとする技術基準対象施設の施工方法、施工管理方法及び安全管理方法を記載した書類

三　建設を行おうとする技術基準対象施設を適切に維持するための維持管理方法を記載した書類

四　前三号に掲げるもののほか、都道府県知事が必要と認める書類

２　前項の規定は、法第五十六条第三項の規定により準用する法第三十七条第三項の規定により都道府県知事と協議しようとする者につい

て準用する。この場合において、前項中「都道府県知事の許可を受け」とあるのは「都道府県知事と協議し」と読み替えるものとする。
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（令第十九条及び第二十条の国土交通省令で定める港湾の施設）

第二十八条　令第十九条及び第二十条の国土交通省令で定める港湾の施設は、次に掲げる港湾の施設（令第二十条の国土交通省令で定める

港湾の施設にあつては、第七号を除く。）とする。

一　ろかいのみをもつて運転する船舶を専ら係留するための係留施設

二　都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第二条第一項に規定する都市公園又は都市計画施設（都市計画法（昭和四十三年法律第

百号）第四条第五項に規定する都市計画施設をいう。）である公園で国が設置するものに設けられる施設として地方公共団体又は国が

建設し、又は改良する係留施設

三　漁業を行うために必要な施設（港湾管理者が建設し、又は改良する港湾施設を除く。）

四　砂防法（明治三十年法律第二十九号）第一条に規定する砂防工事及びその砂防工事にあわせて施行される工事として国土交通大臣又

は都道府県知事が建設し、又は改良する港湾の施設

五　海岸法第二条第一項に規定する海岸保全施設に関する工事及び同法第十七条第一項の規定によるその工事にあわせて施行される工事

として海岸管理者が建設し、又は改良する港湾の施設

六　河川法第八条に規定する河川工事及び同法第十九条の規定によるその河川工事にあわせて施行される工事として河川管理者が建設

し、又は改良する港湾の施設

七　当該港湾の港湾計画において、大規模地震対策施設として定められておらず、かつ、当該港湾に関し定められている災害対策基本法

第四十条の都道府県地域防災計画又は同法第四十二条の市町村地域防災計画において定められていない緑地及び広場

（確認対象施設）

第二十八条の二　法第五十六条の二の二第三項の国土交通省令で定める技術基準対象施設は、次の各号に掲げるものとする。

一　外郭施設

二　次に掲げる係留施設

イ　水深七・五メートル以上の係留施設

ロ　危険物積載船（海上交通安全法（昭和四十七年法律第百十五号）第二十二条第三号の危険物積載船をいう。）、旅客船（十三人以上

の旅客定員を有する船舶をいう。）又は自動車航送船を係留するための係留施設（貨物の積込み若しくは取卸しをすることができる

もの又は人が乗船し、若しくは下船することができるものに限る。）

ハ　レベル二地震動（港湾の施設の技術上の基準を定める省令第一条第六号のレベル二地震動をいう。以下同じ。）への耐震性を有す

る係留施設

ニ　海洋再生可能エネルギー発電設備等が備える係留施設

三　道路及び橋
りよう

梁

四　固定式荷役機械及び軌道走行式荷役機械（当該港湾の港湾計画において、大規模地震対策施設として定められているものに限る。）

五　廃棄物埋立護岸

六　海浜

七　緑地及び広場（当該港湾の港湾計画において、大規模地震対策施設として定められているものに限る。）

（確認の申請）

第二十八条の三　法第五十六条の二の二第三項の確認（以下「確認」という。）を受けようとする者は、確認申請書を国土交通大臣又は登

録確認機関に提出しなければならない。

２　確認申請書は、第六号の二様式によるものとする。

３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　確認対象施設（確認を受けようとする技術基準対象施設をいう。以下同じ。）の位置図

二　確認対象施設の諸元及び要求性能を示す書類並びに主要寸法を示す図面

三　確認対象施設への作用及びその設定の根拠を記載した書類

四　前二号の照査方法を記載した書類

４　国土交通大臣又は登録確認機関は、前二項に規定するもののほか、確認のため必要があると認めるときは、必要な書面の提出を求める

ことができる。

５　第一項又は前項の規定により国土交通大臣にする提出は、確認対象施設の所在地を管轄する地方整備局長又は北海道開発局長を経由し

てするものとする。

（登録の申請）

第二十八条の四　法第五十六条の二の三（法第五十六条の二の四第二項において準用する場合を含む。）の規定による登録（以下「登録」

という。）を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　登録申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　確認業務を行おうとする事業場の名称及び所在地

三　確認員の数

四　第二号の事業場ごとの確認業務を行おうとする範囲

五　確認業務を開始しようとする年月日

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　登録申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書、個人である場合には、住民票の写し（外国人にあつて

は、これに準ずるもの。）

二　確認員が法第五十六条の二の八第一項に規定する要件に適合する者であることを証する書類及び確認員の住民票の写し（外国人にあ

つては、これに準ずるもの。）

三　登録申請者が法第五十六条の二の三第二項第三号及び第三項各号に該当しないことを信じさせるに足る書類

（登録確認機関登録簿の記載事項）

第二十八条の五　法第五十六条の二の三第四項第四号（法第五十六条の二の四第二項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定

める事項は、次に掲げるものとする。

一　確認業務を行う事業場の名称

二　事業場ごとの確認業務を行う範囲

三　確認業務を開始しようとする年月日
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（確認業務の実施方法）

第二十八条の六　法第五十六条の二の五第二項の国土交通省令で定める方法は、確認員が次に掲げる事項を確認することにより施設の性能

を総合的に評価する手法を用いる方法とする。

一　確認対象施設への作用及びその設定の根拠が適切であること。

二　確認対象施設の諸元が、前号の作用及び当該施設の要求性能に対して適切であること。

三　前二号の照査の実施方法が適切であること。

（確認証等の交付）

第二十八条の七　国土交通大臣又は登録確認機関は、確認対象施設が技術基準に適合すると確認したときは、確認証を確認の申請者に交付

しなければならない。

２　国土交通大臣又は登録確認機関は、確認対象施設が技術基準に適合すると認められないときは、その旨及びその理由を記載した通知書

を確認の申請者に交付しなければならない。

３　確認証及び通知書の様式は、それぞれ第六号の三様式及び第六号の四様式によるものとする。

（登録事項の変更の届出）

第二十八条の八　登録確認機関は、法第五十六条の二の六の規定による届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書を国

土交通大臣に提出しなければならない。

一　変更しようとする事項

二　変更しようとする年月日

三　変更を必要とする理由

（確認業務規程の認可の申請）

第二十八条の九　登録確認機関は、法第五十六条の二の七第一項前段の規定による認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書

に、当該認可に係る確認業務規程を添付して、国土交通大臣に提出しなければならない。

２　登録確認機関は、法第五十六条の二の七第一項後段の規定による認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書に、

当該認可に係る確認業務規程（変更に係る部分に限る。）を添付して、国土交通大臣に提出しなければならない。

一　変更しようとする事項

二　変更しようとする年月日

三　変更を必要とする理由

（確認業務規程の記載事項）

第二十八条の十　法第五十六条の二の七第三項の国土交通省令で定める確認業務規程で定めるべき事項は、次に掲げる事項とする。

一　確認の申請の受理に関する事項

二　確認業務の料金に関する事項

三　確認業務の実施方法に関する事項

四　確認証及び通知書の交付に関する事項

五　確認業務に関する秘密の保持に関する事項

六　確認業務に関する公正の確保に関する事項

七　確認業務に関する責任に関する事項

八　その他確認業務の実施に関し必要な事項

（確認員の学力）

第二十八条の十一　法第五十六条の二の八第一項の国土交通省令で定める者は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学

に相当する外国の学校において土木工学その他港湾の施設の建設に関して必要な課程を修めて卒業（大学院においては修了）した者とす

る。

（試験研究機関）

第二十八条の十二　法第五十六条の二の八第一項の国土交通省令で定める試験研究機関は、港湾の施設の性能を総合的に評価する手法に関

する試験研究を行う機関とする。

（確認員の業務経験）

第二十八条の十三　法第五十六条の二の八第一項の国土交通省令で定める試験研究の業務は、港湾の施設の性能を総合的に評価する手法に

関する学術上の論文の作成及びこれに付随する業務とする。

（確認員の選任の届出等）

第二十八条の十四　登録確認機関は、法第五十六条の二の八第二項前段の規定による届出をしようとするときは、確認員の氏名、生年月日

及び経歴を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

２　登録確認機関は、確認員について前項の届出書に記載した内容に変更があつたとき、又は確認員を解任したときは、その日から十五日

以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

３　前二項の届出書には、選任した確認員が法第五十六条の二の八第一項に規定する要件に適合する者であることを証する書類及び選任し

た確認員の住民票の写し（外国人にあつては、これに準ずるもの）を添付しなければならない。ただし、第二十八条の四第二項の規定に

より提出している書類の内容に変更がないときは、その旨を届出書に記載して、当該書類の添付を省略することができる。

（電磁的記録に記録された事項の表示方法）

第二十八条の十五　法第五十六条の二の十第二項第三号の国土交通省令で定める方法は、当該電磁的記録に記録された情報の内容を紙面又

は出力装置の映像面に表示する方法とする。

（電磁的記録に記録された事項を提供するための電磁的方法）

第二十八条の十六　法第五十六条の二の十第二項第四号の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるもののうち、登録確認機関が定めるも

のとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

つて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもつて調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することによる書面を作成できるものでなければならない。
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（業務の休廃止の許可の申請）

第二十八条の十七　登録確認機関は、法第五十六条の二の十一の規定による許可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請

書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする確認業務の範囲

二　確認業務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとする年月日

三　確認業務の全部又は一部を休止しようとする期間

四　確認業務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとする理由

第二十八条の十八　削除

（帳簿の記載等）

第二十八条の十九　法第五十六条の二の十六の国土交通省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一　確認の申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　確認の申請を受けた年月日

三　確認業務を実施した確認対象施設の名称、種類及び位置

四　確認業務を実施した年月日

五　確認業務を実施した確認員の氏名

六　確認業務を実施した確認対象施設の概要

七　その他必要な事項

２　登録確認機関は、確認業務を行う事業場ごとに前項に定める事項を記載した帳簿を備え、確認業務を実施した日から五年間保存しなけ

ればならない。

（確認業務の引継ぎ等）

第二十八条の二十　登録確認機関は、法第五十六条の二の十九第二項に規定する場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　確認業務を国土交通大臣に引き継ぐこと。

二　確認業務に関する帳簿及び書類を国土交通大臣に引き継ぐこと。

三　その他国土交通大臣が必要と認める事項

（手数料）

第二十八条の二十一　法第五十六条の二の二十第一項の国土交通省令で定める手数料の額は、別表第三の上欄に掲げる確認対象施設の種類

の区分に応じてそれぞれ同表の下欄に掲げる金額とする。

（特定技術基準対象施設）

第二十八条の二十二　法第五十六条の二の二十一第一項の国土交通省令で定める技術基準対象施設は、港湾区域内及び港湾区域外二十メー

トル以内の地域内に存する次に掲げるものとする。

一　外郭施設

二　係留施設

三　橋梁並びにトンネルの構造を有する道路、鉄道及び軌道

四　固定式荷役機械及び軌道走行式荷役機械

五　廃棄物埋立護岸

（水域施設等の建設又は改良）

第二十九条　法第五十六条の三第一項の規定による届出をしようとする者は、第七号様式による水域施設等建設（改良）届出書を当該届出

に係る水域施設等の所在する水域を地先水面とする地域を区域とする都道府県を管轄する都道府県知事に提出するものとする。この場合

において、当該都道府県が二以上あるときは、同一の届出書をそれぞれの都道府県を管轄する都道府県知事に提出するものとする。

２　前項の届出書には、次に掲げる書類を添付するものとする。ただし、第六号に掲げる書類は、当該届出に係る行為に係る施設の種類、

規模等により、その必要がないときは、その一部を省略することができる。

一　次に掲げる事項を示し又は記載した書類

イ　当該届出に係る水域施設等の諸元及び要求性能

ロ　当該届出に係る水域施設等への作用及びその設定の根拠

ハ　イ及びロの照査方法

二　当該届出に係る水域施設等の施工方法、施工管理方法及び安全管理方法を記載した書類

三　当該届出に係る水域施設等を適切に維持するための維持管理方法を記載した書類

四　当該届出に係る水域施設等の位置及び付近の状況を表示した縮尺一万分の一以上の図面

五　当該届出に係る水域施設等の所在する水域の範囲及び水深を表示した縮尺千分の一以上の平面図

六　当該届出に係る水域施設等の規模及び構造を表示した縮尺千分の一以上の平面図、立面図、断面図及び構造図

七　その他当該届出に係る水域施設等の所在する水域及びその周辺の水域の利用状況その他の参考となるべき事項を記載した書類

第三十条　法第五十六条の三第一項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　当該届出に係る水域施設等の種類及び規模

三　当該届出に係る施設が、水域施設である場合にあつては船舶許容能力、係留施設である場合にあつては係留能力

四　当該届出に係る水域施設等の建設又は改良の工事の開始及び完了の予定期日

五　当該届出に係る水域施設等の使用及び管理の計画

第三十一条　都道府県知事は、法第五十六条の三第一項の規定による届出又は同条第三項の規定による通知があつたときは、遅滞なく、届

出又は通知のあつた事項を公示しなければならない。この場合において、公示しなければならない事項のうち図面により表示することが

できるものは、図面により表示するものとする。

（工作物等を保管した場合の公示事項）

第三十二条　法第五十六条の四第四項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　工作物等の名称又は種類、形状及び数量

二　工作物等の放置されていた場所及び当該工作物等を撤去した日時

三　工作物等の保管を始めた日時及び保管の場所

四　前三号に掲げるもののほか、工作物等を返還するため必要と認められる事項
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（工作物等を保管した場合の公示の方法）

第三十三条　法第五十六条の四第四項の規定による公示は、次に掲げる方法により行わなければならない。

一　前条各号に掲げる事項を、保管を始めた日から起算して十四日間、当該工作物等の放置されていた場所を管轄する地方整備局の事務

所、当該都道府県知事が統括する都道府県の事務所又は当該港湾管理者の事務所に掲示すること。

二　前号の公示の期間が満了しても、なお当該工作物等の所有者、占有者その他当該工作物等について権原を有する者（第三十七条にお

いて「所有者等」という。）の氏名及び住所を知ることができないときは、前条各号に掲げる事項の要旨を官報、公報又は新聞紙に掲

載すること。

２　国土交通大臣、都道府県知事又は港湾管理者は、前項に規定する方法による公示を行うとともに、第八号様式による保管した工作物等

一覧簿を当該工作物等の放置されていた場所を管轄する地方整備局の事務所、当該都道府県知事が統括する都道府県の事務所又は当該港

湾管理者の事務所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させなければならない。

（工作物等の価額の評価の方法）

第三十四条　法第五十六条の四第五項の規定による工作物等の価額の評価は、当該工作物等の購入又は製作に要する費用、使用年数、損耗

の程度その他当該工作物等の価額の評価に関する事情を勘案してするものとする。この場合において、国土交通大臣、都道府県知事又は

港湾管理者は、必要があると認めるときは、工作物等の価額の評価に関し専門的知識を有する者の意見を聴くことができる。

（保管した工作物等を売却する場合の手続）

第三十五条　法第五十六条の四第五項の規定による保管した工作物等の売却は、競争入札に付して行わなければならない。ただし、競争入

札に付しても入札者がない工作物等その他競争入札に付することが適当ではないと認められる工作物等については、随意契約により売却

することができる。

第三十六条　国土交通大臣、都道府県知事又は港湾管理者は、当該工作物等を前条本文の競争入札のうち一般競争入札に付そうとするとき

は、その入札期日の前日から起算して少なくとも五日前までに、次に掲げる事項を当該工作物等の放置されていた場所を管轄する地方整

備局の事務所、当該都道府県知事が統括する都道府県の事務所若しくは当該港湾管理者の事務所に掲示し、又は官報、公報若しくは新聞

紙に掲載する等当該掲示に準ずる適当な方法で公示しなければならない。

一　当該工作物等の名称又は種類、形状及び数量

二　当該競争入札の執行を担当する職員の職及び氏名

三　当該競争入札の執行の日時及び場所

四　契約条項の概要

五　その他国土交通大臣、都道府県知事又は港湾管理者が必要と認める事項

２　国土交通大臣、都道府県知事又は港湾管理者は、当該工作物等を前条本文の競争入札のうち指名競争入札に付そうとするときは、なる

べく三人以上の入札者を指定し、かつ、それらの者に前項各号に掲げる事項をあらかじめ通知しなければならない。

３　国土交通大臣、都道府県知事又は港湾管理者は、前条ただし書の随意契約によろうとするときは、なるべく二人以上の者から見積書を

徴さなければならない。

（工作物等を返還する場合の手続）

第三十七条　国土交通大臣、都道府県知事又は港湾管理者は、保管した工作物等（法第五十六条の四第五項の規定により売却した代金を含

む。）を所有者等に返還するときは、返還を受ける者にその所有権等を証するに足りる書類を提出させる等の方法によつてその者が当該

工作物等の返還を受けるべき所有者等であることを証明させ、かつ、第九号様式による受領書と引換えに返還するものとする。

（報告の徴収等）

第三十八条　法第五十六条の五第一項の規定により法第三十七条第一項、第四十三条の八第二項、第五十五条の三の四第二項又は第五十六

条第一項の規定による許可を受けた者に対し、当該許可に係る事項に関し必要な報告を求める場合には、報告すべき事項、報告の期限そ

の他必要な事項を明示し、これを行うものとする。

２　法第五十六条の五第二項の規定により港湾運営会社に対し、その業務又は経理の状況に関し報告を求める場合には、報告すべき事項、

報告の期限その他必要な事項を明示し、これを行うものとする。

３　法第五十六条の五第三項の規定により港湾管理者以外の者で特定技術基準対象施設を管理するものに対し、当該特定技術基準対象施設

の維持管理の状況に関し報告を求める場合には、報告すべき事項、報告の期限その他必要な事項を明示し、これを行うものとする。

４　法第五十六条の五第一項の規定による立入検査に係る同条第四項の規定による証明書（国の職員が携帯するものを除く。）は第十号様

式によるものとし、同条第二項の規定による立入検査に係る同条第四項の規定による証明書（国の職員が携帯するものを除く。）は第十

一号様式によるものとし、同条第三項の規定による立入検査に係る同条第四項の規定による証明書は第十二号様式によるものとする。

（法第五十八条第三項の国土交通省令で定める事項）

第三十九条　法第五十八条第三項の国土交通省令で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。

一　当該区域の位置及び面積

二　当該区域の公有水面埋立法（大正十年法律第五十七号）第二十二条第二項の
しゆん

竣 功認可の告示がされた年月日

三　当該区域の公有水面埋立法第二十二条第二項の竣功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の

氏名

四　当該区域の有効かつ適切な利用を促進する必要があると認めた理由

五　前各号に掲げるもののほか、港湾管理者が必要と認める事項

（職権の委任）

第四十条　第十五条の七第二項から第五項の規定による国土交通大臣の職権は、地方整備局長又は北海道開発局長が行うものとする。

附　則

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　第十四条の三の規定は、法附則第三項から第五項まで、北海道開発のためにする港湾工事に関する法律（昭和二十六年法律第七十三

号）附則第七項、奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）附則第六項、失効前の沖縄振興開発特別措置法（昭和

四十六年法律第百三十一号）附則第九条第一項又は沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）附則第四条第一項の規定により国が

その工事に要する費用に充てる資金を無利子で貸し付けた港湾施設について準用する。この場合において、第十四条の三第一項中「法第

四十六条第一項」とあるのは、「法附則第十三項の規定により準用された法第四十六条第一項」と読み替えるものとする。

３　法附則第十五項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　次に掲げる事項を記載した法附則第十五項の規定による貸付けの対象としようとする港湾施設の建設又は改良の工事に係る工事実施

計画

イ　当該港湾施設の種類、名称及び位置（縮尺五万分の一以上の平面図をもつて表示すること。）
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ロ　当該港湾施設の規模、構造及び安定計算の概要

ハ　工事方法

ニ　工事工程

ホ　工事に要する費用の概算

ヘ　工事の着手及び完成の予定期日並びに港湾管理者による供用開始の予定期日

二　次に掲げる事項を記載した密接関連事業に係る事業計画

イ　密接関連事業の概要

ロ　密接関連事業に必要な施設等の概要

ハ　密接関連事業の運営方法

ニ　密接関連事業の実施時期

ホ　密接関連事業の開始に要する費用の概算

三　次に掲げる事項を記載した当該港湾施設の建設又は改良の工事及び密接関連事業に係る資金計画

イ　資金の調達方法

ロ　資金の使途

四　当該港湾施設の建設又は改良の工事及び密接関連事業に係る収支計画

４　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

二　役員又は社員の名簿及び履歴書

三　 近の事業年度の財産目録又は貸借対照表及び損益計算書

四　組織を明らかにする書類

五　地方公共団体（その出資され、又は拠出された金額の全部が地方公共団体により出資され、又は拠出されている法人を含む。）の出

資又は拠出に係る法人であることを証する書類

六　令附則第八項第一号の承認を受けている工事実施計画を有する者であることを証する書類

七　令附則第九項の同意を得ている者であることを証する書類

八　貸付申請に関する意思の決定を証する書類

５　国土交通大臣は、附則第三項の申請をした者が令附則第八項の基準に適合すると認めるときは、当該申請をした者及び当該港湾施設に

係る港湾管理者に対し、その旨を通知するものとする。

６　前項の通知を受けた附則第三項の申請をした者は、法附則第十五項の国の貸付けを受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した

申請書を国土交通大臣に提出するものとする。

一　当該年度における当該港湾施設の建設又は改良の工事に要する費用の額並びに当該貸付金の額及び貸付けの時期

二　当該年度における当該港湾施設の建設又は改良の工事に係る工事実施計画の明細

三　当該年度における密接関連事業に係る事業計画の明細

四　当該年度における当該港湾施設の建設又は改良の工事及び密接関連事業に係る資金計画の明細

７　前項の申請書には、当該港湾施設に関する平面図、縦断面図、標準横断面図、深浅図その他の必要な図面を添付するものとする。

８　法附則第二十項の国土交通省令で定める規模は、次の各号に掲げるものであつて、当該国際拠点港湾の港湾計画において定められてい

るものとする。

一　埠頭を構成する係留施設の総延長がおおむね千メートル

二　少なくとも一の係留施設等（外国コンテナ貨物定期船（一定の日程表に従つて就航するコンテナ貨物の運送に係る外国貿易船をい

う。）の使用の一単位に係る埠頭を構成する係留施設及び荷さばき地をいう。次号において同じ。）の前面の泊地の水深が十五メートル

三　少なくとも一の前号に掲げる規模以上の係留施設等を含む連続する三の係留施設等の奥行き（当該係留施設等の総面積（単位　平方

メートル）を当該係留施設等に係る係留施設の総延長（単位　メートル）で除して得たものをいう。）がおおむね五百メートル

９　法附則第二十項の国土交通省令で定める事情は、次に掲げるものとする。

一　当該国際拠点港湾における年間のコンテナ取扱量及びコンテナ貨物の取扱いによる地域経済の発展に対する寄与の程度が、国民経済

上特に重要であること。

二　当該埠頭の機能の高度化による当該国際拠点港湾の運営の効率化を図るため、港湾管理者その他の行政機関と当該埠頭の運営者その

他の民間事業者との連携協力体制が整備されること。

三　当該埠頭の利用の効率化及び高度化を図るための情報システムが整備されること。

四　当該埠頭と道路法第三条第一号に規定する高速自動車国道又は同法第五条第一項第一号に規定する一般国道との連絡が確保されるこ

と。

五　当該埠頭の近傍において、輸送、保管、荷さばき、流通加工その他の物資の流通に係る業務を行うための施設の用に供する土地の確

保が容易であること。

附　則　（昭和二九年九月四日運輸省令第四五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三六年六月二八日運輸省令第三六号）

この省令は、昭和三十六年九月一日から施行する。

附　則　（昭和四一年六月二九日運輸省令第四一号）

この省令は、昭和四十一年七月一日から施行する。

附　則　（昭和四六年三月一〇日運輸省令第五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四六年一〇月二九日運輸省令第六〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四九年四月二〇日運輸省令第一五号）

この省令は、公布の日から施行し、第一条の規定による改正後の地方鉄道軌道整備法施行規則第十四条第四項、第十六条第二項及び第

十七条第一項第五号リ（二）の規定並びに第三条の規定による改正後の港湾法施行規則第二十五条第三項及び第二十六条第二号イの規定

は、昭和四十九年三月三十一日以後に終了する事業年度に係る損益の計算について適用する。

附　則　（昭和四九年七月一三日運輸省令第二八号）
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１　この省令は、港湾法等の一部を改正する法律（昭和四十八年法律第五十四号。以下「改正法」という。）の一部の施行の日（昭和四十

九年七月十六日）から施行する。

２　改正法附則第二条第四項の規定による届出又は通知をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した臨港地区内施設届出書又は臨港地

区内施設通知書を港湾管理者の長に提出するものとする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第三十八条の二第一項第一号、第二号又は第四号に掲げる施設にあつては、当該施設の位

置、種類、規模及び構造

三　港湾法第三十八条の二第一項第三号に掲げる工場又は事業場にあつては、当該工場又は事業場の位置、種類及び敷地面積並びに作業

場の床面積

３　前項の届出書又は通知書には、港湾法施行規則第五条第二項第二号に掲げる書類を添付するものとする。

４　改正法附則第二条第五項の規定による届出又は通知をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した水域施設等届出書又は水域施設等

通知書を当該水域施設等の所在する水域を地先水面とする地域を区域とする都道府県を管轄する都道府県知事に提出するものとする。こ

の場合において、当該都道府県が二以上あるときは、同一の届出書又は通知書をそれぞれの都道府県を管轄する都道府県知事に提出する

ものとする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　当該届出又は通知に係る水域施設等の所在する水域の範囲

三　当該届出又は通知に係る水域施設等の種類、規模及び構造

四　当該届出又は通知に係る施設が、水域施設である場合にあつては船舶許容能力、係留施設である場合にあつては係留能力

５　前項の届出書又は通知書には、港湾法施行規則第二十九条第二項第二号及び第三号に掲げる書類を添付するものとする。

附　則　（昭和五四年五月一八日運輸省令第二〇号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　昭和五十三年度の事業年度に係る収支報告の様式については、なお従前の例によることができる。

附　則　（昭和五四年九月二五日運輸省令第三八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和五十四年十月一日から施行する。

附　則　（昭和五五年三月一四日運輸省令第五号）

この省令は、許可、認可等の整理に関する法律（昭和五十四年法律第七十号）の一部の施行の日（昭和五十五年三月二十四日）から施

行する。

附　則　（昭和五五年一二月二二日運輸省令第四五号）

この省令は、昭和五十六年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六〇年四月二五日運輸省令第一八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六〇年六月一五日運輸省令第二二号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六二年一〇月二日運輸省令第五九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六三年五月六日運輸省令第一五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六三年一二月二〇日運輸省令第三九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三年四月一二日運輸省令第九号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に運輸大臣に提出された港湾計画については、この省令による改正後の港湾法施行規則第一条の二の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。

附　則　（平成六年三月二二日運輸省令第五号）

この省令は、平成六年四月一日から施行する。

附　則　（平成六年三月三〇日運輸省令第一二号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成六年九月三〇日運輸省令第四六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、行政手続法の施行の日（平成六年十月一日）から施行する。

（聴聞に関する規定の整備に伴う経過措置）

第三条　この省令の施行前に運輸省令の規定により行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不利益処分に係るものを除く。）又はこれらのた

めの手続は、この省令による改正後の関係省令の相当規定により行われたものとみなす。

附　則　（平成九年三月一八日運輸省令第一二号）

この省令は、高圧ガス取締法及び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成九

年四月一日）から施行する。

附　則　（平成九年一二月一五日運輸省令第八四号）

この省令は、平成十年一月一日から施行する。

附　則　（平成一二年三月二四日運輸省令第一一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。
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（証票等に関する経過措置）

第三条　この省令の施行前に交付した改正前のそれぞれの省令の規定による証票、身分証明書及び職員証は、改正後のそれぞれの省令の規

定による証票、身分証明書及び職員証とみなす。

附　則　（平成一二年三月三一日運輸省令第一九号）

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年九月二九日運輸省令第三三号）

この省令は、港湾法の一部を改正する法律（平成十二年法律第三十三号）の一部の施行の日（平成十二年九月三十日）から施行する。

附　則　（平成一二年一一月二九日運輸省令第三九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十三年一月六日から施行する。

附　則　（平成一二年一二月二六日運輸省令第四八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、港湾法の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成十二年十二月二十八日）から施行する。

附　則　（平成一三年三月三〇日国土交通省令第八二号）

この省令は、平成十三年四月一日から施行する。

附　則　（平成一四年四月一日国土交通省令第五三号）

この省令は、測量法及び水路業務法の一部を改正する法律の施行の日（平成十四年四月一日）から施行する。

附　則　（平成一四年六月二〇日国土交通省令第六九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年一月二八日国土交通省令第七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年五月一六日国土交通省令第六七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一七年三月七日国土交通省令第一二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一七年七月一日国土交通省令第七八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。ただし、第十五条を第十四条の三とする改正規定、同条の次に一条を加える改正規定並びに第十

五条の二及び第十五条の四の改正規定は、平成十七年十一月一日から施行する。

附　則　（平成一八年五月一七日国土交通省令第六四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一八年九月二九日国土交通省令第九三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十八年十月一日）から施行する。ただ

し、第二条、附則第三条及び第四条の規定は、平成十九年四月一日から施行する。

（国土交通省関係構造改革特別区域法施行規則の廃止）

第二条　国土交通省関係構造改革特別区域法施行規則（平成十五年国土交通省令第四十四号）は、廃止する。

（証票等に関する経過措置）

第四条　この省令の施行前に交付した第二条の規定による改正前の第六号様式による証票及び第十号様式による証明書は、それぞれ第二条

の規定による改正後の第六号様式による証票及び第十号様式による証明書とみなす。

附　則　（平成一九年三月二八日国土交通省令第一九号）

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、第二条及び附則第三条の規定は、平成二十年一月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行前に交付した第一条の規定による改正前の港湾法施行規則第六号様式による証票及び第十号様式による証明書は、

それぞれ第一条の規定による改正後の港湾法施行規則第六号様式による証票及び第十号様式による証明書とみなす。

第三条　港湾の施設の技術上の基準を定める省令（平成十九年国土交通省令第十五号）附則第二項に規定する技術基準対象施設（以下単に

「技術基準対象施設」という。）の建設又は改良を行おうとする者については、第二条の規定による改正後の港湾法施行規則（以下「新規

則」という。）第三条の五及び第十一条の二の規定は、適用しない。

２　技術基準対象施設の建設を行おうとする者については、新規則第二十七条の四の規定は、適用しない。

３　新規則第五条及び第二十九条の規定にかかわらず、技術基準対象施設の建設又は改良を行おうとする者がする法第三十八条の二第一項

及び第五十六条の三第一項の規定による届出については、なお従前の例による。

附　則　（平成二〇年六月一三日国土交通省令第四二号）

（施行期日）

１　この省令は、港湾法の一部を改正する法律（平成二十年法律第六十六号。次項において「改正法」という。）の施行の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にされている改正法による改正前の港湾法（次項において「旧法」という。）第四十四条の二第二項の協議の申

出であって、当該申出に係る料率が同項の同意を得ている料率を超えるものは、改正法による改正後の港湾法（次項において「新法」と

いう。）第四十四条の二第二項の規定によりされた協議の申出とみなす。

３　この省令の施行の際現にされている旧法第四十四条の二第二項の協議の申出であって、当該申出に係る料率が同項の同意を得ている料

率を超えないものは、新法第四十四条の二第三項の規定によりした届出とみなす。

附　則　（平成二一年一〇月二三日国土交通省令第六〇号）

この省令は、平成二十一年十月三十日から施行する。

附　則　（平成二二年四月一日国土交通省令第一四号）　抄
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（施行期日）

第一条　この省令は、港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法律（以下この条及び次条において「改正法」という。）の施行の日（平

成二十二年七月一日）から施行する。

附　則　（平成二三年三月三一日国土交通省令第三三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十三年四月一日から施行する。ただし、第十五条の三の改正規定、第十五条の五の二の次に一条を加える改正

規定及び第三十九条の次に一条を加える改正規定は、同年十二月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行前に調製された港湾台帳の様式については、この省令による改正後の港湾法施行規則第五号様式にかかわらず、な

お従前の例によることができる。

附　則　（平成二三年八月二日国土交通省令第六二号）

この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第一条第一号に掲げる

規定の施行の日（平成二十三年八月二日）から施行する。

附　則　（平成二三年九月九日国土交通省令第七一号）

この省令は、港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律（平成二十三年法律第九号）附則第一条第一号に

掲げる規定の施行の日（平成二十三年九月十五日）から施行する。

附　則　（平成二三年一一月七日国土交通省令第八〇号）

この省令は、港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日から施

行する。

附　則　（平成二三年一二月一三日国土交通省令第九四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）附則第一条第二

号に掲げる規定の施行の日（平成二十三年十二月十五日）から施行する。

（経過措置）

第二条　改正法附則第三条第四項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正法第二条の規定による改正前の港湾法第五十条の四

の規定の適用については、第一条の規定による改正前の港湾法施行規則第十五条の七の規定は、なおその効力を有する。

第三条　改正法附則第三条第五項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正法第二条の規定による改正前の港湾法第五十五条の

規定の適用については、第一条の規定による改正前の港湾法施行規則第十七条の十の規定は、なおその効力を有する。

第四条　改正法附則第三条第六項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正法第二条の規定による改正前の港湾法第五十五条の

八の規定及び港湾法施行令の一部を改正する政令（平成二十三年政令第三百四十三号）附則第二条の規定によりなおその効力を有するも

のとされる同令による改正前の港湾法施行令（昭和二十六年政令第四号）第十条の規定の適用については、第一条の規定による改正前の

港湾法施行規則第二十七条の二及び第二十七条の三の規定は、なおその効力を有する。

第五条　この省令の施行前に交付した第一条の規定による改正前の港湾法施行規則第十号様式による証明書は、第一条の規定による改正後

の港湾法施行規則第十号様式による証明書とみなす。

附　則　（平成二五年八月一日国土交通省令第六四号）

（施行期日）

１　この省令は、港湾法の一部を改正する法律（平成二十五年法律第三十一号）の施行の日（平成二十五年八月一日）から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に交付したこの省令による改正前の港湾法施行規則第十号様式による証明書は、この省令による改正後の港湾法施行

規則第十号様式による証明書とみなす。

附　則　（平成二五年九月一三日国土交通省令第七六号）

この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第一条第一号に掲げる

規定の施行の日（平成二十五年九月十四日）から施行する。

附　則　（平成二五年九月一八日国土交通省令第七八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二五年一一月二九日国土交通省令第九一号）

（施行期日）

この省令は、港湾法の一部を改正する法律附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日（平成二十五年十二月一日）から施行する。

附　則　（平成二五年一二月六日国土交通省令第九四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二六年一月一五日国土交通省令第二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二六年三月二八日国土交通省令第三四号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成二六年三月三一日国土交通省令第四二号）

この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成二六年四月一四日国土交通省令第四七号）

この省令は、港湾法の一部を改正する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日から施行する。

附　則　（平成二六年七月一日国土交通省令第六一号）

この省令は、港湾法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十六年七月一日）から施行する。

附　則　（平成二七年七月一五日国土交通省令第五三号）

この省令は、独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行

の日（平成二十七年七月十六日）から施行する。

附　則　（平成二八年二月二九日国土交通省令第八号）

この省令は、公布の日から施行する。
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附　則　（平成二八年六月二四日国土交通省令第五一号）

この省令は、平成二十八年七月一日から施行する。

附　則　（平成二八年六月三〇日国土交通省令第五七号）

この省令は、港湾法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十八年七月一日）から施行する。

附　則　（平成二九年七月七日国土交通省令第四三号）

１　この省令は、港湾法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十九年七月八日）から施行する。

２　この省令の施行前に交付したこの省令による改正前の港湾法施行規則第十号様式による証明書は、この省令による改正後の港湾法施行

規則第十号様式による証明書とみなす。

附　則　（平成二九年一二月二六日国土交通省令第七二号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成三十年四月一日から施行する。

附　則　（令和元年五月七日国土交通省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年六月二八日国土交通省令第二〇号）

この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。

附　則　（令和元年九月一三日国土交通省令第三四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律（以下「整備法」とい

う。）の施行の日（令和元年九月十四日）から施行する。

附　則　（令和元年一二月一六日国土交通省令第四七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年十二月十六日）から施行する。

附　則　（令和二年二月七日国土交通省令第七号）

（施行期日）

１　この省令は、港湾法の一部を改正する法律の施行の日（令和二年二月十四日）から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に交付した第一条の規定による改正前の港湾法施行規則第六号様式による証票及び第十一号様式による証明書は、そ

れぞれ第一条の規定による改正後の港湾法施行規則第六号様式による証明書及び第十一号様式による証明書とみなす。

附　則　（令和二年一一月一六日国土交通省令第八九号）

この省令は、令和三年四月一日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二三日国土交通省令第九八号）

（施行期日）

１　この省令は、令和三年一月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和四年三月三一日国土交通省令第三九号）

この省令は、沖縄振興特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日（令和四年四月一日）から施行する。

附　則　（令和四年一二月一六日国土交通省令第九〇号）

（施行期日）

１　この省令は、港湾法の一部を改正する法律の施行の日（令和四年十二月十六日）から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に調製された港湾台帳の様式については、第一条の規定による改正後の港湾法施行規則第五号様式にかかわらず、な

お従前の例によることができる。

３　この省令の施行前に交付した第一条の規定による改正前の港湾法施行規則第六号様式による証明書は、第一条の規定による改正後の港

湾法施行規則第六号様式による証明書とみなす。

附　則　（令和五年九月二九日国土交通省令第七七号）

（施行期日）

第一条　この省令は、港湾法の一部を改正する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日（令和五年十月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令による改正後の港湾法施行規則（以下「新規則」という。）第十五条の八第一項及び第十五条の九第一項の規定により届

出をしなければならない事項で、この省令の施行前に国土交通大臣に届出をし、その後変更がないものについては、それぞれの規定によ

り当該届出をしたものとみなす。

２　この省令による改正前の港湾法施行規則第五号の二の二様式による港湾環境整備計画認定申請書及び第五号の二の三様式による港湾環

境整備計画変更認定申請書については、新規則第五号の二の二様式及び第五号の二の三様式にかかわらず、当分の間、なおこれを使用す

ることができる。

附　則　（令和六年二月一日国土交通省令第八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和六年三月二九日国土交通省令第二六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和六年四月一日から施行する。

附　則　（令和六年四月一日国土交通省令第四九号）

この省令は、漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律の施行の日（令和六年四月一日）から施行する。

別表第一（第十一条の九関係）

対象地域の名称 対象地域の範囲

一北米地域 北アメリカ大陸（メキシコ以南の地域を除く。）
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二欧州地域 ヨーロッパ大陸（ロシア（ベーリング海、オホーツク海及び日本海を含む太平洋に面する地域を除く。）を含む。）

三中南米地域 メキシコ以南の北アメリカ大陸及び南アメリカ大陸

四大洋州地域 オーストラリア大陸

五アフリカ地域 アフリカ大陸

別表第二（第十八条の六関係）

一　令別表第二第一号に規定する東京湾中央航路の区域のうち同号（３）から（６）までに掲げる地点を順次に結んだ線及び同号（３）に

掲げる地点と同号（６）に掲げる地点とを結んだ線により囲まれた区域及び次に掲げる地点を順次に結んだ線及び（１）に掲げる地点と

（６）に掲げる地点とを結んだ線により囲まれた区域以外の区域

（１）　横浜大黒防波堤東灯台から一四〇度六、八〇〇メートルの地点

（２）　第二海堡灯台から一三度三〇分一一、〇六〇メートルの地点

（３）　第二海堡灯台から〇度四、〇三〇メートルの地点

（４）　第二海堡灯台から三二〇度二、六〇〇メートルの地点

（５）　横浜金沢木材ふとう東防波堤灯台から八七度四五分五、四三〇メートルの地点

（６）　横浜本牧防波堤灯台から一四一度四五分五、九二〇メートルの地点

二　令別表第二第二号に規定する中山水道航路の区域

三　令別表第二第三号に規定する備讃瀬戸航路の区域

四　令別表第二第五号に規定する来島海峡航路の区域

五　令別表第二第十号に規定する関門航路の区域

別表第三（第二十八条の二十一関係）

確認対象施設の種類 金額

外郭施設防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、

護岸、堤防、突堤及び胸壁

津波、偶発波浪（港湾の施設の技術上の基準を定める省令第一条第四号の

偶発波浪をいう。以下同じ。）、レベル二地震動等の作用による損傷等を考

慮して設計した施設

二百五十九万五千円

その他の施設 百九十二万五千円

水門及び
こう

閘門 津波、偶発波浪、レベル二地震動等の作用による損傷等を考慮して設計し

た施設

三百六万三千円

その他の施設 二百五十九万五千円

係留施設 一　レベル二地震動の作用による損傷等を考慮して設計した施設

二　海洋再生可能エネルギー発電設備等から受ける荷重の作用による損傷

等を考慮して設計した施設

二百五十九万五千円

その他の施設 百九十二万五千円

道路 トンネル構造を有する施設 静的解析を用いた照査により設計した施設 三百五十一万三千円

動的解析を用いた照査により設計した施設 四百十六万二千円

その他の施設 百六万円

橋梁 静的解析を用いた照査により設計した施設 三百五十一万三千円

動的解析を用いた照査により設計した施設 四百十六万二千円

固定式荷役機械及び軌道走行式荷役機械 二百五十九万五千円

廃棄物埋立護岸 津波、偶発波浪、レベル二地震動等の作用による損傷等を考慮して設計し

た施設

二百五十九万五千円

その他の施設 百九十二万五千円

海浜 百九十二万五千円

緑地及び広場 人工地盤構造を有する施設 二百五十九万五千円

その他の施設 百六万円
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第一号様式（第五条関係）

第一号様式（第五条関係）（昭49運令28・全改、昭54運令20・平6運令12・平9運令84・平12運令11・令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 臨港地区内行為届出書（工場・事業場以外用） 年月日 港湾管理者殿 届出者氏名又は名称及び住所並びに法人にあ つては、その代表者の氏名 港湾法第38条の2第1項の規定により、同項第1号 第2号 第4号 の施設の建設 改良 について、次のとおり届け出ます。 1施設の位置、種類、規模及び構造 2施設の使用の計画 3施設の建設 改良 の工事の開始及び完了の予定期日 4添付書類の目録 備考用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。  
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第二号様式（第五条関係）

第二号様式（第五条関係）（昭49運令28・全改、昭54運令20・平6運令12・平9運令84・平12運令11・令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 臨港地区内行為届出書（工場・事業場用） 年月日 港湾管理者殿 氏名又は名称及び住所並びに法人に 届出者 あつては、その代表者の氏名 港湾法第38条の2第1項の規定により、工場 事業場 の新設 増設 について、次のとおり届け出ます。 1工場 事業場 の位置、種類及び敷地面積並びに作業場の床面積 2工場 事業場 の事業活動に伴い搬入し、又は搬出することとなる貨物の量の計及び輸送に関する計画別紙1のとおり 3工場 事業場 の事業活動に伴い生ずることとなる廃棄物の量の計及び処理に関する計画別紙2のとおり 4工場 事業場 の新設 増設 の工事の開始及び完了の予定期日 5工場 事業場 に係る事業の開始の予定期日 6添付書類の目録 備考届出書及び別紙の用紙の大きさは、表等やむを得ないものを除き、日本産業規格A列4番とすること。 別紙1 搬入し、又は搬出することとなる貨物の量の計及び輸送に関する計画 1搬入することとなる貨物 当該港湾を利用する貨当該港湾を利用しない 物貨物 貨物の量の 貨物の種類 輸送に関す輸送に関す合計 量の計量の計 る計画る計画 合計 2搬出することとなる貨物 当該港湾を利用する貨当該港湾を利用しない 物貨物 貨物の量の 貨物の種類 輸送に関す輸送に関す合計 量の計量の計 る計画る計画 合計 備考1貨物の量の計は、通常の1年間の貨物の量の計を記載すること。 2港湾を利用する貨物とは、当該港湾において船舶に積み込み、又は船舶から取り卸しされる貨物をいい、港湾を利用しない貨物とは、それ以外の貨物をいう。 3輸送に関する計画欄には、貨物の輸送の方法等を記載すること。 4貨物の量の計の算出の基礎を記載した書面を添付すること。 別紙2 廃棄物の量の計及び廃棄物の処理に関する計画 1廃棄物の量の計及び廃棄物の処理に関する計画 廃棄物の処理に関する計画 廃棄物の量の 廃棄物の種類 計 処理場所処理方法 2その他廃棄物の輸送の方法等廃棄物の処理に関する計画 備考1廃棄物の量の計は、通常の1年間の廃棄物の量の計を記載すること。 2廃棄物の量の計の算出の基礎を記載した書面を添付すること。 
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第三号様式（第八条関係）

第三号様式（第八条関係）（昭49運令28・全改、昭54運令20・平6運令12・平9運令84・平12運令11・令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 臨港地区内行為変更届出書 年月日 港湾管理者殿 氏名又は名称及び住所並びに法人に 届出者 あつては、その代表者の氏名 港湾法第38条の2第4項の規定により、同条第2項第2号 第3号 第4号 の事項の変更について、次のとおり届け出ます。 1変更に係る事項 2変更の内容 3変更に係る工事の開始及び完了の予定期日 4変更を必要とする理由 5添付書類の目録 備考1用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。 2変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。  
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第三号の二様式（第十一条の十九関係）

第三号の二様式（第十一条の十九関係）（平23国交令94・追加、平28国交令8・令元国交令1・令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 年月日 国土交通大臣殿 国際拠点港湾の港湾管理者 氏名又は名称及び住所並びに法人 にあつては、その代表者の氏名 届出義務発生日年月日 対象議決権保有届出書 港湾法第43条の22第1項の規定により、下記のとおり届け出ます。 記 1提出者が対象議決権を保有する港湾運営会社に関する事項 港湾運営会社の商号 本店の所在地 2提出者に関する事項 2―1提出者（対象議決権保有者） ※1個人2法人 （ふりがな） 氏名又は名称 （ふりがな） 住所〒 生年月日年月日（ふりがな） ※1明治3昭和5令和 個人2大正4平成勤務先名称 職業勤務先住所 設立年月日年月日（ふりがな）代表者役職 ※1明治3昭和5令和 法人2大正4平成代表者名 事業内容 事務上の連絡先 及び担当者名 電話番号 2―2保有目的 2―3対象議決権保有割合 対象議決権保有 年月日 者になつた日 保有議決権数個（総株主の議決権に対する割合％） 2―4対象議決権を有する株券等に関する担保契約等重要な契約 3共同保有者に関する事項 3―1共同保有者 ※1個人2法人 （ふりがな） 氏名又は名称 （ふりがな） 住所〒 生年月日年月日（ふりがな） ※1明治3昭和5令和 個人2大正4平成勤務先名称 職業勤務先住所 代表者役職 設立年月日年月日（ふりがな） ※1明治3昭和5令和 法人2大正4平成代表者名 事業内容 事務上の連絡先 及び担当者名 電話番号 3―2対象議決権保有割合 保有議決権数個（総株主の議決権に対する割合％） 4提出者及び共同保有者に関する総括表 4―1提出者及び共同保有者 12141 22242 32343 42444 52545 62646 72747 82848 92949 103050 113151 123252 133353 143454 153555 163656 173757 183858 193959 204060 4―2上記提出者及び共同保有者の対象議決権保有割合 保有議決権数個（総株主の議決権に対する割合％） 〔備考〕 1用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。 2記載事項のうち「2提出者に関する事項」には、提出者の議決権の保有状況について記載し、「3共同保有者に関する事項」には、共同保有者がいる場合のみ、共同保有者1人につき1枚ずつ、各共同保有者の議決権の保有状況について記載し、「4提出者及び共同保有者に関する総括表」には、共同保有者がいる場合にのみ、提出者及び共同保有者の議決権の保有状況を一括して記載すること。共同保有者がいない場合には、この様式のうち「3共同保有者に関する事項」及び「4提出者及び共同保有者に関する総括表」に係る部分は提出することを要しない。 3対象議決権保有届出書（以下この様式において「届出書」という。）の提出者が、共同保有者全員の委任を受けて当該提出者及び当該共同保有者全員の届出書を一つにまとめて提出する場合には、当該提出者及び当該共同保有者のそれぞれの議決権の保有状況について、別々に「2提出者に関する事項」に記載するとともに、これらの議決権の保有状況を一括して「4提出者及び共同保有者に関する総括表」に記載すること。この場合には、この様式のうち「3共同保有者に関する事項」に係る部分は提出することを要しない。 4※の付されている欄は、該当する番号を〇で囲むこと。 5記号の付されている項目の記載は、次によること。 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 届出書の提出者本人（代理人が提出する場合には当該代理人）の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名を記載すること。 なお、代理人が提出する場合には、届出書の提出を委任した者が、当該代理人に、届出書の提出に関する一切の行為につき、当該委任した者を代理する権限を付与したことを証する書面を届出書に添付すること。 届出書の提出者が、共同保有者全員の委任を受けて当該提出者及び当該共同保有者全員の報告書を一つにまとめて提出する場合には、委任を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名を記載すること。なお、当該共同保有者が、当該提出者に届出書の提出に関する一切の行為につき、当該共同保有者を代理する権限を付与したことを証する書面を届出書に添付すること。 届出義務発生日 対象議決権保有者となつた日を記載すること。 提出者（対象議決権保有者） 民法上の組合その他の法人格を有さない組合又は社団等の場合には、当該組合又は社団等を保有者として提出せず、議決権を所有し、又は金 融商品取引法第27条の23第3項各号に掲げる者に該当する業務執行組合員等を保有者として提出すること。また、この場合、その旨を届出書の「2―4対象議決権を有する株券等に関する担保契約等重要な契約」欄に記載すること。 提出者が個人の場合は「個人」欄に、法人の場合は「法人」欄に必要事項をそれぞれ記載すること。 「設立年月日」欄には、法人設立の登記年月日を記載すること。 「事業内容」欄には、届出書の提出義務が生じた日現在の当該法人の定款等に記載された主要な目的を記載すること。 保有目的 「純投資」、「政策投資」、「経営参加」、「支配権の取得」等の目的及びその内容について、できる限り具体的に記載すること。 対象議決権を有する株券等に関する担保契約等重要な契約 保有株券等に関する担保契約、売戻し契約、売り予約、その他の重要な契約又は取決めがある場合には、その契約の種類、契約の相手方、契約の対象となつている議決権の数量等、当該契約又は取決めの内容を記載すること。株券等を法人格のない組合、社団等の業務執行組合員等として保有している場合、共有している場合等には、その旨記載すること。 共同保有者 共同保有者がいる場合に、提出者が了知している範囲で、に準じて記載すること。 提出者及び共同保有者 共同保有者がいる場合に、提出者及び共同保有者の氏名又は名称のみを記載すること。 上記提出者及び共同保有者の対象議決権保有割合 共同保有者がいる場合に、提出者及び共同保有者の保有議決権数を合計して記載すること。 
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第三号の三様式（第十一条の二十関係）

第三号の三様式（第十一条の二十関係）（平二三国交令九四・追加、平二八国交令八・令元国交令二〇・一部改正） （用紙の寸法は、日本産業規格B8とする。） 第号 身分証明書 住所 氏名 写真 職名 生年月日 （表） 右は、港湾法第四十三条の二十三第一項の規定により対象議決権保有届出書の提出者の書類その他の物件の検査ができ る者であることを証する。 交付年月日 有効期間 発行機関名発行機関印 港湾法抜粋 （対象議決権保有届出書の提出者に対する報告の徴収及び検査） 第四十三条の二十三前条第一項の規定により対象議決権保有届出書の提出を受けた国土交通大臣又は国際拠点港湾の港 湾管理者は、当該対象議決権保有届出書のうちに虚偽の記載があり、又は記載すべき事項の記載が欠けている疑いがあ （裏）ると認めるときは、当該対象議決権保有届出書の提出者に対し参考となるべき報告若しくは資料の提出を命じ、又はそ の職員に当該提出者の書類その他の物件の検査（当該対象議決権保有届出書の記載に関し必要な検査に限る。）をさせる ことができる。 2前項の規定により検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。 3第一項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。  
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第四号様式（第十三条関係）

第四号様式（第十三条関係）（昭54運令20・全改、平29国交令43・一部改正） 収支報告 （その一）経営関係収支報告 収入支出 費目費目 金額 （千円） 金額 （千円） 施設使用料及び役務利用料経営関係管理費 入港料人件費 水域施設庁費 係留施設港湾調査費 岸壁・さん橋港湾統計調査費 係船浮標・係船くい災害復旧費 物揚場施設維持補修費 その他施設運営費 臨港交通施設経営委託費 鉄道港湾振興費 運河港湾環境整備・保全費 その他港湾厚生費 荷さばき施設等土地建物等使用料 荷役機械その他 荷さばき地経営関係公債償還費等 上屋公債 木材整理場災害復旧 旅客施設元金 保管施設利子 野積場管理的港湾工事 貯木場元金 その他利子 港湾情報提供施設その他 廃棄物処理施設元金 港湾環境整備施設利子 港湾厚生施設一般会計への繰入分等 船舶給水等 船舶修理・保管 引船 綱取 土地 建物 その他 占用料等 水域占用料 土砂採取料 埋立免許料 手数料 国庫支出金 港湾統計委託費 災害復旧負担金 管理的港湾工事補助金 その他 県（市、町、村）支出金 受益者負担金等 受益者等負担金 港湾環境整備負担金 その他 公債 災害復旧 管理的港湾工事 財産売払収入 その他 一般会計からの繰入分等 合計合計 
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第五号様式（第十四条関係）

第五号様式(第十四条関係) 

○ ○ 港 港 湾 台 帳 

 1 港湾管理者の名称、港湾区域及び国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾又は地方港

湾の別 

港湾管理者の名称 
 

港

湾

区

域 

区 域 

 

認 可 年 月 日 
 

国際戦略港湾、国

際拠点港湾、重要

港湾又は地方港湾

の別 

 

 2 港湾における潮位 

潮 位 名 称 潮 位 (m) 観 測 時 備 考 

既 往 最 高 潮 位 
   

最 高 水 面 
   

さく望平均満潮面 
   

平 均 潮 位 
   

東京湾平均海面 
   

さく望平均干潮面 
   

工 事 用 基 準 面 
   

最 低 水 面 
   

既 往 最 低 潮 位 
   

検 潮器 
管 理 者 名 種 類 所 在 地 
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 3 港湾施設の種類、名称、管理者名又は所有者名その他当該港湾施設の概要を把握する

ために必要な事項 

  (1) 水域施設 

   (イ) 航路 

施 設 番 号 
 

名 称 
 

管 理 者 名 等  

延 長(m)  

幅 員(m)  

 

水深

(m) 

計 画 上 の 水 深  

現 在 の 水 深 
 

海 底 の 地 質 名  

し ゅ ん せ つ の 有 無  

構 造 物 に

よ る 制 限 

構 造 物 名  

制 限(m)  

防 波 堤 等 の 内 外 の 区 分  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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   (ロ) 泊地及び船だまり 

区 分  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

 

面積

(m2) 

防 波 堤 等 の 内 側  

防 波 堤 等 の 外 側  

 

水深

(m) 

計 画 上 の 水 深  

現 在 の 水 深  

海 底 の 地 質 名  

し ゅ ん せ つ の 有 無  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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  (2) 外郭施設 

   (イ) 防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、護岸、堤防、突堤及び胸壁 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

構 造 形 式  

 

延長

(m) 

建 設 延 長  

機 能 保 有 延 長  

天 端 高(m)  

消 波 工 延 長(m)  

主 要 用 材  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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   (ロ) 水門及び閘
こう

門 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

構 造 形 式  

ゲ ー ト 形 式  

長 さ(m)  

幅 (m)  

水 深(m)  

主 要 用 材  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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  (3) 係留施設(岸壁、係船浮標、係船くい、桟橋、浮桟橋、物揚場及び船揚場) 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

構 造 形 式  

形 態  

延長

(m) 

取 付 部 を 除 く 延 長  

取 付 部 を 含 む 延 長  

施 設 の 幅(m)  

エ プ ロ ン 幅(m)  

面 積(m2)  

水深

(m) 

計 画 上 の 水 深  

現 在 の 水 深  

天 端 高(m)  

主 要 用 材  

耐 重 力(t／m2)  

主 要 利 用 船 舶 の 種 類 名  

主 要 取 扱 貨 物 名  

附

帯

設

備 

係 船 柱(t×基)  

防 げ ん 材(基)  

照 明 設 備(基)  

階 段 等(個)  

救 命 設 備(名称×個)  

車 止 め(m)  

車両乗降

用 設 備 

基 数  

幅 員(m)  

対象

船舶 

船 型(D／W)  

船 席 数  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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  (4) 臨港交通施設(道路、駐車場、橋梁
りよう

、鉄道、軌道、運河及びヘリポート) 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

構 造 形 式  

起 終 点  

規模 

延 長(m)  

面 積(m2)  

車 道 幅 員(m)  

道 路 敷 幅(m)  

車 線 数(車線)  

駐 車 場

収容台数

(台) 

バ ス  

乗 用 車  

単 線 ・ 複 線 区 分  

桁 下 高(m)  

制 限 高(m)  

最 小 幅 員(m)  

最 小 水 深(m)  

駐 機 数(機)  

舗 装 形 態  

主 要 取 扱 貨 物 名  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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  (5) 航行補助施設(航路標識並びに船舶の入出港のための信号施設、照明施設及び港

務通信施設) 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

概 要  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  

  (6) 荷さばき施設及び移動式荷役機械 

   (イ) 固定式荷役機械、軌道走行式荷役機械及び移動式荷役機械 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

係 留 施 設 名  

荷
役
能
力 

吊 り 上 げ 荷 重(t)  

1 時 間 当 た り の

能 力 (t／時間) 

 

荷 姿 名  

主 要 取 扱 貨 物 名  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

取 得 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  
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   (ロ) 荷さばき地及び上屋 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

面 積

(m2) 

臨 港

地 区内 

総床面積  

敷地面積  

臨 港

地 区外 

総床面積  

敷地面積  

主 要 用 材  

主 要 取 扱 貨 物 名  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  
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  (7) 旅客施設及び移動式旅客乗降用施設 

   (イ) 旅客乗降用固定施設及び移動式旅客乗降用施設 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

長 さ(m)  

幅 員(m)  

主 要 用 材  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

取 得 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  

   (ロ) 手荷物取扱所、待合所及び宿泊所 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

総 床 面 積(m2)  

主 要 用 材  

共 用 施 設 名  

収 容 人 員(人)  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  
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  (8) 保管施設(倉庫、野積場、貯木場、貯炭場、危険物置場及び貯油施設) 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

面 積

(m2) 

臨 港

地 区内 

総床面積  

敷地面積  

臨 港

地 区外 

総床面積  

敷地面積  

主 要 用 材  

保 管 容 量(m3、kl)  

主 要 取 扱 貨 物 名  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  
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  (9) 船舶役務用施設並びに船舶の離着岸を補助するための船舶並びに船舶のための給

水及び動力源の供給の用に供する船舶及び車両 

   (イ) 船舶のための給水施設及び動力源の供給の用に供する施設 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

供 給 能 力  

補給を受ける船舶の係留場所  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  

   (ロ) 船舶修理施設及び船舶保管施設 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

長 さ(m)  

幅 (m)  

面 積(m2)  

対 象 船 舶 船 型(D／W)  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  
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   (ハ) 船舶の離着岸を補助するための船舶並びに船舶のための給水及び動力源の供

給の用に供する船舶及び車両 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

船 型(G／T)  

能 力  

保 管 施 設 名  

取 得 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  
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  (10) 港湾情報提供施設(案内施設、見学施設その他の港湾の利用に関する情報を提供

するための施設) 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

総 床 面 積 (m2)  

主 要 用 材  

共 用 施 設 名  

収 容 人 員 (人)  

概 要  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額 (千 円)  

備 考  

58



  (11) 港湾公害防止施設 

   (イ) 汚濁水の浄化のための導水施設 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

導 水 の 方 式  

延 長(m)  

断 面 積(m2)  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  

59



   (ロ) 公害防止用緩衝地帯 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

形 態  

延 長(m)  

幅 員(m)  

面 積(m2)  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  

   (ハ) その他の港湾における公害の防止のための施設 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

概 要 

 

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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  (12) 廃棄物処理施設並びに廃棄物の処理の用に供する船舶及び車両 

   (イ) 廃棄物埋立護岸 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

構 造 形 式  

延 長

(m) 

外 周 建 設 延 長  

機 能 保 有 延 長  

内 護 岸 延 長  

天 端 高(m)  

消 波 工 延 長(m)  

主 要 用 材  

廃 棄 物 の 種 類  

計 画 処 分 面 積(m2)  

計 画 処 分 量(m3)  

処分開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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   (ロ) 廃棄物受入施設、廃棄物焼却施設、廃棄物破砕施設及び廃油処理施設 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

処 理 能 力  

受 入 容 量  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  

   (ハ) 廃棄物の処理の用に供する船舶及び車両 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

船 型(G／T)  

処 理 能 力  

受 入 容 量  

取 得 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  

62



   (ニ) その他の廃棄物処理のための施設 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

概 要 

 

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  

  (13) 港湾環境整備施設 

   (イ) 海浜、緑地、広場及び植栽 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

用 途 等  

延 長(m)  

面 積(m2)  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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   (ロ) 休憩所 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

総 床 面 積(m2)  

主 要 用 材  

共 用 施 設 名  

収 容 人 員(人)  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  

   (ハ) その他の港湾の環境の整備のための施設 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

概 要 

 

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  
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  (14) 港湾厚生施設(船舶乗組員及び港湾における労働者の休泊所、診療所その他の福

利厚生施設) 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

総 床 面 積(m2)  

主 要 用 材  

共 用 施 設 名  

収 容 人 員(人)  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  

  (15) 港湾管理施設及び港湾管理用移動施設 

   (イ) 港湾管理事務所及び港湾管理用資材倉庫 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

総 床 面 積(m2)  

主 要 用 材  

共 用 施 設 名  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  
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   (ロ) 清掃船及び通船 

種 類  

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

船 型(G／T)  

能 力  

取 得 年 度  

事 業 費 
総 額(千円)  

補助金額(千円)  

備 考  

   (ハ) その他の港湾の管理のための施設 

施 設 番 号  

名 称  

管 理 者 名 等  

概 要 
 

用 途  

建設開始及

び終了年度 

開 始 年 度  

終 了 年 度  

取 得 年 度  

事 業 費 総 額(千円)  

備 考  

 4 港湾に関する条例、規則等 

名 称 制定年月日 内 容 備 考 

    

 

66



第五号の二様式（第十五条関係）

第五号の二様式（第十五条関係）（平17国交令78・追加、令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 入出港届 GENERALDECLARATION 到着出発 Arrival Departure 1．船舶の名称、種類及び信号符字2．到着港／出発港3．到着日時／出発日時 Name,TypeandCallSignofship Portofarrival／departure Datetimeofarrival／departure 4．船舶の国籍5．船長の氏名6．前寄港地／次寄港地 Nationalityofship NameofMaster Portarrivedfrom／Portofdestination 8．船舶の代理人の氏名又は名称及び住所 7．船籍港、登録年月日※ 及び船舶番号 Certificateofregistry(Port;Date※ ;Number) Nameandaddressofship'sagent 9．総トン数10．純トン数 船舶の運航者の氏名又は名称及び住所 Grosstonnage Nettonnage Nameandaddressofship'sOperator 11．港における船舶の位置（停泊地） Positionoftheshipintheport(berthorstation) 12．航海に関する簡潔な細目（寄港地及び寄港予定地。積載されたままの貨物が荷揚げされる予定の港に下線を付す。） Briefparticularsofvoyage(previousandsubsequentportsofcall;underlinewhereremainingcargowillbedischarged) 13．貨物に関する簡潔な記述 Briefdescriptionofthecargo 14．乗組員の数（船長を含む。）15．旅客の数16．備考 Numberofcrew(incl.master) Numberofpassengers Remarks 添付書類の枚数※ Attacheddocument※ (Indicatenumberofcopies) 17．積荷目録18．船用品目録 CargoDeclaration Ship'sStoresDeclaration 19．乗組員名簿20．旅客名簿21．日付 CrewList PassengerList Date 22．乗組員携帯品申告書23．検疫明告書 Crew'sEffectsDeclaration MaritimeDeclarationofHealth 当局記入欄 Forofficialuse 24．内航船舶 （注）1※の付されている項目については、記入不要。 2傷病者を緊急の治療のために上陸させる目的で寄港し、直ちに出発する意図を有する船舶については、8．欄のうち「船舶の運航者の氏名又は名称及び住所」の記入不要。 324．欄には、内航船舶に該当する場合のみチェックを付すこと。 Note 1Itisnotnecessarytofillintheitemmarked※ 2Withregardtoshipscallingatportsinordertoputashoresickorinjuredpersonsforemergencymedicaltreatmentandintendingtoleaveagainimmediately,itisnotnecessarytofillinNameandaddressofship'sOperatorofthecolumn8 備考用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。 
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第五号の二の二様式（第十五条の二十一関係）

第五号の二の二様式（第十五条の二十一関係）

年 月 日

○○港港湾管理者

○ ○ ○ ○ 殿

氏名又は名称及び法人にあつては、

その代表者の氏名

港湾環境整備計画認定申請書

港湾法第51条第１項に規定する港湾環境整備計画の認定を受けたいので、港湾法施行規則第15

条の21第１項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請いたします。

記

１ 貸付けを受けようとする緑地等の区域

○○港○○地区○○（別添位置図のとおり）

２ 緑地等の貸付けを受けようとする期間

事業開始の予定期日 年 月 日

事業終了の予定期日 年 月 日

３ １の区域において整備する飲食店、売店その他の施設であつて、当該施設から生ずる収益

の一部を４の港湾施設の整備に要する費用の全部又は一部に充てることができると認められ

るものに関する事項

イ 当該施設の位置、種類、数、規模及び構造

ロ 当該施設の工事に要する費用の概算

ハ 当該施設の工事の着手及び完成の予定期日並びに供用開始の予定期日

ニ その他必要な事項

４ １の区域において整備する休憩所、案内施設その他の港湾の環境の向上に資する港湾施設

に関する事項

イ 当該施設の位置、種類、数、規模及び構造

ロ 当該施設の工事に要する費用の概算及び当該費用のうち３の施設から生ずると見込まれ

る収益から充当する費用の概算

ハ 当該施設の工事の着手及び完成の予定期日並びに供用開始の予定期日

ニ その他必要な事項

５ ３及び４のほか、１の区域において行う緑地等の維持その他の港湾の環境の整備に関する

事業に関する事項

６ 資金計画及び収支計画

７ 添付書類の目録

〔備考〕

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ ３及び４については、少なくとも３イからハまで及び４イからハまでに掲げる事項を記
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載するものとすること。
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第五号の二の三様式（第十五条の二十四関係）

第五号の二の三様式（第十五条の二十四関係）

年 月 日

○○港港湾管理者

○ ○ ○ ○ 殿

氏名又は名称及び法人にあつては、

その代表者の氏名

港湾環境整備計画変更認定申請書

年 月 日付けで認定を受けた港湾環境整備計画について、下記のとおり変更したい

ので、港湾法施行規則第15条の24の規定に基づき、認定を申請します。

記

１ 変更しようとする事項

２ 変更を必要とする理由

３ 添付書類の目録

〔備考〕

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
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第五号の三様式（第十七条の二関係）

第五号の三様式（第十七条の二関係）（平18国交令93・追加、平23国交令94・旧第五号の四様式繰上・一部改正、令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 年月日 〇〇港港湾管理者 〇〇〇〇殿 氏名又は名称及び法人にあつては、 その代表者の氏名 特定埠頭の運営の事業認定申請書 港湾法第54条の3第1項に規定する特定埠頭の運営の事業に係る認定を受けたいので、港湾法施行規則第17条の2の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請いたします。 記 1特定埠頭の運営の事業の名称 名称〇〇港〇〇地区〇〇埠頭〇〇事業 2特定埠頭の運営の事業の計画 2―1特定埠頭の運営の事業の要 2―2特定埠頭の運営の事業の実施時期 事業開始の予定期日年月日 事業終了の予定期日年月日 2―3特定埠頭の位置 〇〇港〇〇地区〇〇埠頭（別添位置図のとおり） 2―4特定埠頭を構成する港湾施設の種類、数、規模及び構造 種類数規模構造摘要 2―5上記港湾施設の配置図（別添配置図のとおり） 2―6上記港湾施設について原状の変更を行う場合にあつては、その内容（工事要） 3特定埠頭の運営の事業の実施が〇〇港の効率的な運営に特に資するものであることを明らかにするために参考となるべき事項 4資金計画 （単位：百万円） 収入支出 年度 支払利息単年度過 不足額 年度末累 積収支 計計 事業 収入 借入 金 その 他 建設・ 改良費 維持 費 一般 管理 費 元金償 還金 諸税 等 その他 長期短期 計 5貸付けを希望する特定埠頭を構成する港湾施設の一部を第三者に転貸することを希望するときは、その旨及び理由 6その他特定埠頭の運営の事業の実施に関し必要な事項 7添付書類の目録 〔備考〕 1用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。 2申請者が法人を設立しようとする発起人、社員又は設立者であるときは、その旨を明らかにすること。 32―1は、取扱い貨物の種類等を具体的に記述し、当該特定埠頭で行おうとする事業内容を明らかにすること。 42―2は、特定埠頭の運営の事業の開始時期が特定埠頭を構成する港湾施設ごとに異なるときは、その旨を明らかにすること。 52―6は、当該港湾施設の構造上、安全が確保されることを明らかにし、かつ、工程表を添付すること。 63は、当該港湾における当該事業の位置付けを貨物流通の観点等から具体的に記述し、当該港湾の効率的な運営に特に資することを明らかにすること。 74の資金計画は、 少なくとも単年度収支が黒字になる年度分まで作成すること。 「諸税等」欄には、諸税、登記手数料等を記入すること。 
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第六号様式（第十八条関係）

 (裏)  (表) 第
六
号
様
式(

第
十
八
条
関
係)

 

(

用
紙
の
寸
法
は
、
日
本
産
業
規
格
Ｂ
８
と
す
る
。) 

港
湾
法
抜
粋 

 
(

他
人
の
土
地
へ
の
立
入
り)

 

第
五
十
五
条
の
二
の
二 

国
土
交
通
大
臣
又
は
港
湾
管
理
者
は
、
港
湾
工

事
の
た
め
の
調
査
又
は
測
量
を
行
う
た
め
や
む
を
得
な
い
必
要
が
あ
る

と
き
は
、
そ
の
業
務
に
従
事
す
る
職
員
又
は
そ
の
委
任
し
た
者
を
他
人

の
土
地
に
立
ち
入
ら
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

国
土
交
通
大
臣
又
は
港
湾
管
理
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
職

員
又
は
そ
の
委
任
し
た
者
を
他
人
の
土
地
に
立
ち
入
ら
せ
よ
う
と
す
る

と
き
は
、
そ
の
五
日
前
ま
で
に
、
そ
の
土
地
の
所
有
者
又
は
占
有
者
に

そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
者
に
対

し
通
知
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

３ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
は
、
所
有
者
又
は
占
有
者
の
承
諾
が

あ
つ
た
場
合
を
除
き
、
日
出
前
及
び
日
没
後
に
お
い
て
は
、
し
て
は
な

ら
な
い
。 

４ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
他
人
の
土
地
に
立
ち
入
ろ
う
と
す
る
者
は
、

そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
人
の
請
求
が
あ
つ
た
と
き

は
、
こ
れ
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

 
 

発
行
機
関
名 

 

右
は
、
港
湾
法
第
五
十
五
条
の
二
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
港
湾
工

事
の
た
め
の
調
査
又
は
測
量
を
行
う
た
め
他
人
の
土
地
に
立
ち
入
る
こ
と

が
で
き
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
。 

 
 

 

交
付
年
月
日 

 
 

 

有

効

期

間 

 第 
 

号 

 
 
 
 

身

分

証

明

書 

写

真 

住

所 

氏

名 

所
属
及
び
職
名 

生

年

月

日 

発
行
機
関
印 

 

 

74



第六号の二様式（第二十八条の三関係）

第六号の二様式（第二十八条の三関係）（平18国交令93・追加、平25国交令91・令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 年月日 国土交通大臣殿 登録確認機関 氏名又は名称及び法人にあつては、 その代表者の氏名 確認申請書 港湾法第56条の2の2第3項の確認を受けたいので、港湾法施行規則第28条の3の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請いたします。 記 1施設の名称、種類及び位置 名称〇〇港〇〇地区〇〇 種類港湾法施行規則第28条の2第〇号に規定する〇〇〇 位置〇〇港〇〇地区〇〇埠頭（別添位置図のとおり） 2照査の実施方法の要 3添付書類の目録 〔備考〕 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。  
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第六号の三様式（第二十八条の七関係）

第六号の三様式（第二十八条の七関係）（平18国交令93・追加、令元国交令20・一部改正） 年月日 〇〇〇殿 国土交通大臣 印 登録確認機関 確認証 下記のとおり確認の申請があつた施設について、技術基準に適合することを確認したので、港湾法施行規則第28条の7第1項の規定に基づき、確認証を交付いたします。 記 1確認の申請の要 1―1申請者の氏名又は名称 1―2申請を受けた年月日 1―3施設の名称、種類及び位置 名称〇〇港〇〇地区〇〇 種類港湾法施行規則第28条の2第〇号に規定する〇〇〇 位置〇〇港〇〇地区〇〇埠頭（別添位置図のとおり） 2確認業務の要 2―1確認業務を実施した年月日 2―2確認業務を実施した確認員の氏名 2―3確認業務を実施した施設の要 3添付書類の目録 〔備考〕 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。  
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第六号の四様式（第二十八条の七関係）

第六号の四様式（第二十八条の七関係）（平18国交令93・追加、令元国交令20・一部改正） 年月日 〇〇〇殿 国土交通大臣 印 登録確認機関 通知書 下記のとおり確認の申請があつた施設について、技術基準に適合すると認められないので、港湾法施行規則第28条の7第2項の規定に基づき、通知書を交付いたします。 記 1確認の申請の要 1―1申請者の氏名又は名称 1―2申請を受けた年月日 1―3施設の名称、種類及び位置 名称〇〇港〇〇地区〇〇 種類港湾法施行規則第28条の2第〇号に規定する〇〇〇 位置〇〇港〇〇地区〇〇埠頭（別添位置図のとおり） 2確認業務の要 2―1確認業務を実施した年月日 2―2確認業務を実施した確認員の氏名 2―3確認業務を実施した施設の要 2―4技術基準に適合すると認められない理由 3添付書類の目録 〔備考〕 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。  
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第七号様式（第二十九条関係）

第七号様式（第二十九条関係）（昭49運令28・追加、昭54運令20・一部改正、昭55運令45・旧第六号様式繰下、平6運令12・平9運令84・令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 水域施設等建設 改良 届出書 年月日 都道府県知事殿 氏名又は名称及び住所並びに法人 届出者 にあつては、その代表者の氏名 港湾法第56条の3第1項の規定により、水域施設 外郭施設 係留施設 の建設 改良 について、次のとおり届け出ます。 1施設の所在する水域の範囲 2施設の種類、規模及び構造 3水域施設 係留施設 の船舶許容能力 係留能力 4施設の建設 改良 の工事の開始及び完了の予定期日 5施設の使用及び管理の計画 6添付書類の目録 備考用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。  
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第八号様式（第三十三条関係）

第八号様式（第三十三条関係）（平12運令33・追加） 保管した工作物等一覧簿 保管した工作物等 放置され保管を 整理撤去し保管の場 ていた場始めた備考 番号名称又た日時所 形状数量所日時 は種類  
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第九号様式（第三十七条関係）

第九号様式（第三十七条関係）（平12運令33・追加、令元国交令20・令2国交令98・一部改正） 受領書 年月日 殿 返還を受けた者 住所 氏名 下記のとおり工作物等（現金）の返還を受けました。 返還を受けた日時 返還を受けた場所 整理番号 名称又は種類 返還を受けた工作物等 形状 数量 （返還を受けた金額） 備考 用紙は、日本産業規格A4の寸法のものとすること。  
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第十号様式（第三十八条関係）

第十号様式（第三十八条関係）（昭四九運令二八・追加、昭五四運令二〇・一部改正、昭五五運令四五・旧第七号様式繰下、平一二運令一一・一部改正、平一二運令三三・旧第八号様式繰下・一部改正、平一二運令三九・平一八国交令九三・平一九国交令一九・平二三国交令九四・平二五国交令六四・平二六国交令四七・平二九国交令四三・令元国交令二〇・一部改正） （用紙の寸法は、日本産業規格B8とする。） 第号 身分証明書 住所 氏名 写真 職名 生年月日 右は、港湾法第五十六条の五第一項の規定により同法第三十七条第一項 （第四十三条の八第二項、第五十五条の三の五第二項、第五十六条第一 （表） 項）の規定による許可に係る行為に係る場所又は当該許可を受けた者の事 務所若しくは事業場に立ち入ることができる者であることを証する。 交付年月日 有効期間 発行機関名発行機関印 港湾法抜粋 （報告の徴収等） 第五十六条の五国土交通大臣、都道府県知事又は港湾管理者は、この法 律の施行に必要な限度において、国土交通省令で定めるところにより、 第三十七条第一項、第四十三条の八第二項、第五十五条の三の五第二項 若しくは第五十六条第一項の規定による許可を受けた者に対し必要な報 告を求め、又はその職員に、当該許可に係る行為に係る場所若しくは当 （裏） 該許可を受けた者の事務所若しくは事業場に立ち入り、当該許可に係る 行為の状況若しくは工作物、帳簿、書類その他必要な物件を検査させる ことができる。 4前三項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を 携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。 5第一項から第三項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のた めに認められたものと解してはならない。  
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第十一号様式（第三十八条関係）

第十一号様式（第三十八条関係）（平二三国交令九四・追加、平二六国交令四七・令元国交令二〇・令二国交令七・一部改正） （用紙の寸法は、日本産業規格B8とする。） 第号 身分証明書 住所 氏名 写真 職名 生年月日 右は、港湾法第五十六条の五第二項の規定により同法第四十三条の十一 （表）第十二項に規定する港湾運営会社の事務所その他の事業場に立ち入ること ができる者であることを証する。 交付年月日 有効期間 発行機関名発行機関印 港湾法抜粋 （報告の徴収等） 第五十六条の五 2国土交通大臣又は国際拠点港湾の港湾管理者は、この法律の施行に必 要な限度において、国土交通省令で定めるところにより、その指定を受 けた港湾運営会社に対し、その業務若しくは経理の状況に関し報告を求 め、又はその職員に、その指定を受けた港湾運営会社の事務所その他の （裏） 事業場に立ち入り、業務若しくは経理の状況若しくは事業の用に供する 施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させ ることができる。 4前三項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を 携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。 5第一項から第三項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のた めに認められたものと解してはならない。  
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第十二号様式（第三十八条関係）

第十二号様式（第三十八条関係）（平二六国交令四七・追加、令元国交令二〇・一部改正） （用紙の寸法は、日本産業規格B8とする。） （表） :第号 身分証明書 写真住所 氏名 職名 生年月日 右は、港湾法第五十六条の五第三項の規定により同法第五十六条の二の二十一第一項に規定する特定技術基準対象施設を管理する者の事務所又は事業場に立ち入ることができる者であることを証する。 交付年月日 有効期間 発行機関名発行機関印 （裏） :港湾法抜粋 （報告の徴収等） 第五十六条の五 3港湾管理者は、この法律の施行に必要な限度において、国土交通省令で定めるところにより、港湾管理者以外の者で特定技術基準対象施設を管理するものに対し、当該特定技術基準対象施設の維持管理の状況に関し報告を求め、又はその職員に、当該特定技術基準対象施設を管理する者の事務所若しくは事業場に立ち入り、当該特定技術基準対象施設の維持管理の状況若しくは当該特定技術基準対象施設、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 4前三項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。 5第一項から第三項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。  
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